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1緊急措置等による事業者の経営基盤の強化について（平成20年4月1日施行）   

昨年末の担当者会議でお示しした「障害者自立支援法の抜本的見直しに向けた緊  

急措置」等による事業者の経営基盤の強化については、省令及び告示の改正（平成  

20年4月1日施行）を行うこととしているが、その内容については下記のとおりで   

あるので、本改正が円滑に実施されるよう、適切な準備をお願いする。  

＜改正案の概要＞   

1．計ビスに係る単価の引上げ   

次の通所サービスについて報酬の単価を約4％引き上げる。（詳細別紙）  

（対象となる適所サービス）   

生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、旧身体障害者適所更生施設、旧身体障害  

者適所療護施設、旧身体障害者通所授産施設、旧知的障害者通所更生施設、旧知的障害者適所授  

産施設、知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設（適所）、肢体不自由児通   

園施設   

2．適所サービスlこ係る厚生労働大臣が定める利用者の数の基準の緩和   

次の適所サービスについて、定員を超えて利用者を受け入れる場合に報酬が減額   

されることとなる利用者数の基準を緩和する。  

（対象となる適所サービス）   

生活介護、児童デイサービス、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、旧身体障害者適所更  

生施設、旧身体障害者通所療護施設、旧身体障害者適所授産施設、旧知的障害者適所更生施設、  

旧知的障害者適所授産施設、知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設、肢体不自由児施設（通所）、  

肢体不自由児通園施設  

（基準の改正案）  

（1）過去3ケ月間の利用実績  

ア．定員11人以下の場合：  

過去3ケ月間の利用者の延べ数 ＞（定員＋3）×開所日数  

イ．定員12人以上の場合：  

過去3ケ月間の利用者の延べ数 ＞（定員×125％）×開所日数  

（2）1日当たりの利用実績  

ア．定員50人以下の場合：  

利用者数 ＞ 定員の150％  
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イ．定員51人以上の場合：  

利用者数 ＞ 〔（定員－50）×125％〕＋75   

3．居住系サービス利用者が長期に入院・外泊した場合の報酬の加算等  

（1）施設入所支援及び旧法施設支援（適所を除＼く。）  

入院・外泊時加算が算定されない8日を超える分の入院・外泊について、入院   

期間中の被服の準備等一定の支援を行った場合に報酬を加算する（3か月を限   

度）。   

（2）障害児施設支援（知的障害児施設、第二種自閉症児施設、旨児施設、ろうあ児   

施設及び肢体不自由児療護施設において行う支援）  

入院・外泊時加算が算定できない12日を超える分の入院・外泊について、入   

院期間中の被服の準備等一定の支援を行った場合に報酬を加算する（3か月を限   

度）。   

（3）共同生活介護及び共同生活援助  

利用者の入院時に支援を行った場合や帰宅時の支援を行った場合に加算を算定  

しているところであるが、新たに、一定の支援を行った場合に日額の加算を創設  

する。   

○ 長期入院時支援特別加算  

◇算定要件  

・1回の入院について、3ケ月に限り算定する。  

・概ね週1回以上の訪問や一定の支援を行った場合に算定する。  

◇報酬単価  

（共同生活介護）  

・入院期間が3日以上122単位／日（経過的ケアホームを除く。）  

・入院期間が3日以上  76単位／目（経過的ケアホームに限る。）  

（共同生活援助）  

・入院期間が3日以上  76単位／日  

※入院時支援特男切口算との選択制とし、併給は不可とする。   

○ 長期帰宅時支援加算   

◇算定要件  

・1回の帰宅等について、 3ケ月に限り算定する。  

・一定の支援を行った場合に算定する。  

◇報酬単価  

（共同生活介護）  

40単位／目（経過的ケアホームを除く。）  

25単位／日（経過的ケアホームに限る。）   

25単位／日  

・帰宅期間が3日以上  

・帰宅期間が3日以上  

（共同生活援助）  

・帰宅期間が3日以上  
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※帰宅時支援加算との選択制とし、併給は不可とする。  

上記（1）及び（2）については、入院時支援特別加算との選択により算定すること   

とし、併給はできないものとする。また、併せて（1）及び（2）に係る入院時支援特   

別加算について、1，122単位を算定する入院目数要件を「当該月における入院期間  

（入院の初日及び最終日並びに入院・外泊時加算が算定される期間を除く。以下同   

じ。）の日数の合計が7日以上」から「当該月における入院期間の日数の合計が4   

日以上」に緩和する等の改正を行う。   

上記（3）については、入院時支援特別加算（入院の場合）又は帰宅時支援加算  

（帰宅の場合）の選択により算定することとし、併給はできないものとする。また、   

併せて（3）に係る入院時支援特別加算について1，122単位、帰宅時支援加算につ   

いて374単位を算定する入院等の日数要件を「当該月における入院期間（外泊の初   

日及び最終日を除く。以下同じ。）の日数の合計が7日以上」から「当該月におけ   

る入院期間又は外泊期間の目数の合計が7日以上12日未満」（共同生活介護（経過   

的ケアホーームを除く。））、「当該月における入院期間又は外泊期間の目数の合計が17   

日未満」（共同生活介護（経過的ケアホームのみ）、共同生活援助）とする改正を行   

。   

4．就労継続支援B型の事業を行う事業者への報酬の加算等  

（1）就労継続支援B型サービス費（Ⅰ）の算定要件の緩和  

特定旧法指定施設における就労継続支援B型サービス費（Ⅰ）の算定の要件で   

ある利用者全体に占める障害基礎年金1級受給者の割合について、「100分の20  

以上」を「100分の10以ヒ」とする。   

（2）目標工賃達成加算の算定要件の緩和  

就労継続支援B型の事業を行う事業者について、現行の目標工賃達成加算に加   

え、以下の①から③までのいずれにも該当する場合にも報酬を加算する。   

① 前年度の平均工賃が各都道府県の事業種別平均工賃の100分の80に相当する   

額を超えていること   

（∋ 各都道府県が「工賃倍増5か年計画」に基づき実施する事業に積極的に参加  

し、「工賃引上げ計画」を作成していること  

③ 前年度の平均工賃が前々年度の平均工賃を上回っていること   

5．ケアホームにおいて特例的にホームヘルプを利用できる者の範囲の拡大   

障害程度区分4以上の者で以下の①及び②の要件を満たすものについては、現行  

の対象者に加え、ケアホームにおいて居宅介護（身体介護に限る。）を利用できる  

こととする（平成21年3月31日までの時限措置）。  

① ケアホームの個別支援計画にホームヘルプサービスの利用が位置づけられて   

いること  

② ケアホームでのホームヘルプサービス利用について巾町村が必要性を認める  
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こと   

※ ホームヘルプサービスの支給決定は、入浴、食事、排泄、衣服着脱等の身体介護のスポット支   

援であること。   

※ ホームヘルプサービスの支給決定にあたり、必要に応じて、市町村審査会又は地域自立支援協   

議会に意見を聞くことができる。   

また、上記特例を利用する場合の国庫負担基準を定める。  

※ 現行の対象者については、現行どおりの取扱いとする。  

6．小規模作業所の法定事業への移行に係る基準の見直し   

小規模作業所又は地域活動支援センターが、「都道府県知事が、将来的にも利用者   

の確保の見込みがないと認めた地域」において障害福祉サービス事業を行う場合に、   

生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援B型に係る定員要件を20名   

から10名に緩和する（平成24年3月31日までの時限措置）。   

7．その他  

（1）通院介助の範囲の拡大  

給付の対象となる移動の範囲について、 「公的手続及び相談のために訪れる官   

公署」まで拡大する。   

（2）行動援護の対象者の拡大  

行動援護の対象者に係る要件について、行動援護判定基準「10点以上」を「8  

点以上」とする。   

（3）従たる事業所の設置  

児童デイサービス、障害者支援施設及び地域活動支援センターについて、従た  

る事業所を設置し、一体的に管理・運営することを可能とする。   

（4）小規模加算の見直し  

平成21年3月31日までの時限措置とされている共同生活介護及び共同生活援   

助に係る小規模事業加算並びに共同生活介護に係る小規模事業夜間支援体制加   

算の報酬単価について、平成20年度は平成19年度の2分の1とされているもの  

を見直し、平成19年度と同額とする。  

また、小規模事業加算について、複数の共同生活住居の利用者の日常生活上の   

支援を行う上で支障がない範囲（個々の共同生活住居間を概ね10分程度で移動  

できる範囲）にある場合についても、個々の共同生活住居ごとの入居定員により   

算定することを可能とする。   

＜施行日＞   

平成20年4月1日  
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2 緊急措置に係る利用者負担の見直しについて（平成20年7月1日施行）   

緊急措置に係る利用者負担の見直しの内容については、平成20年1月17日の厚  

生労働関係部局長会議ヰこおいて既にお示ししているところではあるが、平成20年7   

月1日の施行を予定していることから、政省令改正に係る詳細な内容については、   

4月中を目途にお示しすることを予定しているので、あらかじめ御承知おき願いた   

い。  

また、利用者負担の見直しにおいて、「世借の範囲の見直し」を行うこととして   

いるが、これに関し、主な留意点は以下のとおりであるので御留意いただきたい。   

① 利用者負担に係る軽減措置の適用の可否を判断する「資産要件」についても、   

本人と主たる生計維持者である配偶者の資産のみを対象とする、   

② 「補装具費」の支給基準及び負担上限月額を算定する際の所得上郡皆区分につい   

ても、本人と配偶者のみの所得で判断する、   

③ 高額障害福祉サービス費の支給に係る「世帯合算の範囲」についても、本人と   

配偶者のみを対象とする。  
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通所サービスに係る報酬単価（案）  
（平成20年4月以降）  

の  

【障害者】  

○新体系事業＝＝…・＝＝＝・  
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適所サービスに係る報酬単価の見直し  
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【生活介護】  

現行   新   

イ生活介護サービス費（Ⅰ）  （1）定員40人以下   （1，262単位）  （1，320単位）  
（2）定員41人以上60人以下   （1，232単位）  （1，288単位）  
（3）定員61人以上80人以下   （1，177単位）  （イ1，231単位）  

（4）定員81人以上   （1，162単位）  （1，215単位）   

ロ生活介護サービス費（Ⅱ）  （1）定員40人以下   （1，119単位）  （1，170単位）  
（2）定員41人以上60人以下   （1，088単位）  （1，138単位）  
（3）定員61人以上80人以下   （1，043単位）  （1，090単位）  
（4）定員81人以上   （1，029単位）  （1，076単位）   

ハ生活介護サービス費（Ⅲ）  （1）定員40人以下   （955単位）   （998単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （924単位）   （966単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （891単位）   （931単位）  

（4）定員81人以上   （877単位）   （917単位）   

二生活介護サービス費（Ⅳ）  （1）定員40人以下   （846単位）   （884単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （817単位）   （854単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （789単位）   （8・25単位）  

（4）定員81人以上   （776単位）   （811単位）   

ホ生活介護サービス費（Ⅴ）  （1）定員40人以下   （770単位）   （805単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （736単位）   （769単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （718単位）   （751単位）  

（4）定員81人以上   （704単位）   （736単位）   

へ生活介護サービス費（Ⅵ）  （1）定員40人以下   （696単位）   （728単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （667単位）   （697単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （645単位）   （674単位）  

（4）定員81人以上   （633単位）   （662単位）   

ト生活介護サービス費（Ⅶ）  （1）定員40人以下   （650単位）   （679単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （618単位）   （646単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （601単位）   （628単位）  

（4）定員81人以上   （588単位）   （615単位）   

チ生活介護サービス費（Ⅷ）  （1）定員40人以下   （606単位）   （633単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （578単位）   （604単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （564単位）   （589単位）  

（4）定員81人以上   （551単位）   （576単位）   

リ生活介護サービス費（Ⅸ）  （1）定員40人以下   （577単位）   （603単位‘）  

（2）定員41人以上60人以下   （546単位）   （571単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （533単位）   （557単位）  

（4）定員81人以上   （522単位）   （546単位）   

ヌ生活介護サービス費（X）  （1）定員40人以下   （547単位）   （572単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （515単位）   （538単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （510単位）   （533単位）  

（4）定員81人以上   （496単位）   （518単位）   

ル生活介護サービス費（×l）  （1）定員40人以下   （502単位）   （525単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （473単位）   （494単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （460単位）   （481単位）  

（4）定員81人以上   （446単位）   （466単位）   

ヲ基準該当生活介護サービス費  （696単位）   （728単位）   
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【自立訓練（機能訓練）】  

現行   新   

イ 機能訓練サービス費（Ⅰ）  （1）定員40人以下   （639単位）   （668単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （608単位）   （635単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （583単位）   仁609単位）  

（4）定員81人以上   （547単位）   （572単位）   

ハ 基準該当機能訓練サービス費  （639単位）   （668単位）   

【自立訓練（生活訓練）】  

現行   新   

イ 生活訓練サービス費（Ⅰ）  （1）定員40人以下   （639単位）   （668単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （608単位）   （635単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （583単位）   （609単位）  

（4）定員81人以上   （547単位）   （572単位）   

二 基準該当生活訓練サービス費  （639単位）   （668単位）   
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【就労移行支援】  

現行   新   

イ就労移  （736単位）   （769単位）  

ビス費（Ⅰ）   
行支援サー  （705単位）   （737単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （663単位）   （693単位）  

（4）定員81人以上   （629単位）   （657単位）   

【就労移行支援（養成施設）】  

現行   新   

口就労移  （456単位）   （476単位）  

行支援サー  （427単位）   （446単位）  

ビス費（Ⅱ）   （416単位）   （435単位）  

（4）定員81人以上   （403単位）   （421単位）   
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【就労継続支援A型】  

現行   新   

イ 定員40人以下   （460単位）   （481単位）   

口 定員41人以上60人以下   （429単位）   （448単位）   

ハ 定員61人以上80人以下   （420単位）   （439単位）   

二 定員81人以上   （406単位）   （424単位）   

【就労継続支援B型】  

現行   新   

イ就労継続支援B型  
サービス費（Ⅰ）   

（504単位）   （527単位）  

（2）定員41人以上60人以下   （473単位）   （494単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （464単位）   （485単位）  

（4）定員81人以上   （450単位）   （470単位）   

口就労継続支援B型  （460単位）   （481単位）  
サービス費（Ⅱ）   

（2）定員41人以上60人以下   （429単位）   （448単位）  

（3）定員61人以上80人以下   （420単位）   （439単位）  

（4）定員81人以上   （406単位）   （424単位）   

ハ基準該当就労継続  

支援B型サービス費（注）  

（－）   （－）   

：（注）基準該当就労継続支援B型サービス真の報酬算定式  

【現行】  

（保護施設事務費）÷22÷0．945÷10）＋23  

‥…＿‥  
∴  

l （（保護施設事務費）÷22÷0．945÷10）＋23）×1．046：  
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【旧身体障害者通所更生施設】  

現行   新   
イ旧指定内部障  （2）適所による指定旧法施  （－）身休障害者に対する指定  a区分A   （403単位）  （421単位）   
害者更生施設以  旧法施設支援を行う場合  
外の施設   b区分B   （394単位）  （412単位）  

C区分C   （384単位）  （401単位）  

（二）知的障害者に対する指定  

旧法施設支援を行う場合   
（551単位）  （576単位）  

b区分B   （514単位）  （537単位）  

C区分C   （477単位）  （498単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   

口旧指定内部障  （2）通所による指定旧法施  （－）身体障害者に対する指定  a区分A   （403単位）  （421単位）   
害者更生施設  設支援を行う場合   旧法施設支援を行う場合  

b区分B   （394単位）  （412単位）  

C区分C   （384単位）  （401単位）  

（二）知的障害者に対する指定  （551単位）  （576単位）  
旧法施設支援を行う場合   

b区分B   （514単位）  （537単位）  

C区分C   （477単位）  （498単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   

【旧身体障害者通所療護施設】  

現行   新   

口通所による指  a区分A   （738単位）  （771単位）  
定旧法施設支援  
を行う場合   円 【コ   b区分B   （715単位）  （747単位）  

C区分C   （692単位）  （723単位）  

（二）定員5人以上10人以下  a区分A   （1．226単位）  （1．282単位）  

b区分B   （1，216単位）  （1，271単位）  

C区分C   （1，207単位）  （1，262単位）  

（三）定員11人以上20人以下  a区分A   （871単位）  （911単位）  

b区分B   （866単位）  （905単位）  

C区分C   （861単位）  （900単位）  

（2）知的障害者に対する指  （939単位）  （982単位）  
定旧法施設支援を行う場   
円 口   （二）区分B  （865単位）  （904単位）  

（三）区分C  （791単位）  （827単位）  

（3）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   
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【旧身体障害者適所授産施設】  

現行   新   

イ旧指定   
特定身体  

i区分A  （4P3単位）  （421単位）  

障害者入  ii区分B  （394単位）  （412単位）  

所授産施  
設   

iii区分C  （384単位）  （401単位）  
場合   

b分場において行う場合   i区分A  （514単位）  （537単位）  

ii区分B  （475単位）  （496単位）  

iii区分C  （436単位）  （456単位）  

（ニ）知的障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合   a区分A  （551単位）  （576単位）  

b区分B．  （514単位）  （537単位）  

C区分C  （477単位）  （498単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   

口旧指定   
特定身体  

i区分A  （693単位）  （724単位）  

障害者通  ij 区分B  （656単位）  （686単位）  

所授産施  
設   

iii区分C  （579単位）  （605単位）  

b定員21人以上40人以下  i区分A  （543単位）  （567単位）  

ii区分B  （519単位）  （542単位）  

川 区分C  （494単位）  （516単位）  

C定員41人以上60人以下  i区分A  （433単位）  （452単位）  

ii区分B  （418単位）  （437単位）  

仙 区分C  （387単位）  （404単位）  

d定員61人以上   i区分A  （373単位）  （390単位）  

ii区分B  （362単位）  （378単位）  

iji区分C  （340単位）  （355単位）  

（二）知的障害者に対する指定  i区分A  （939単位）  （982単位）  
旧法施設支援を行う場合   

ii区分B  （865単位）  （904単位）  

iii区分C  （791単位）  （827単位）  

b定員21人以上40人以下  i区分A  （727単位）  （760単位）  

ii区分B  （677単位）  （7．08単位）  

iii区分C  （628単位）  （656単位）  

c定員41人以上60人以下  i区分A  （601単位）  （628単位）  

ii区分B  （571単位）  （597単位）  

榊区分C  （542単位）  （566単位）  

d定員61人以上   i区分A  （508単位）  （531単位）  

ii区分B  （487単位）  （509単位）  

iii区分C  （466単位）  （487単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）  

（2）分場に い  

おて行う  
場合  b区分B  （475単位）  （496単位）  

C区分C  （436単位）  （456単位）  

（二）知的障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合   a区分A  （551単位）  （576単位）  

b区分B  （514単位）  （537単位）  

c区分C  （477単位）  （498単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   

－13－   



【旧知的障害者通所更生施設】  

現行   新   

イ旧指定   a区分A  （551単位）  （576単位）  
知的障害  
者入所更  

b区分B  （514単位）  （537単位）  

生施設   C区分C  （477単位）  （498単位）  

う野合   

b区分B  （394単位）  （412単位）  

C区分C  （384単位）  （401単位、）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （ 

口旧指定  i区分A  （899単位）  （940単位）  
知的障害  
者適所更  

ii区分B  （827単位）  （865単位）  

生施設   iii区分C  （719単位）  （752単位）  

b定員21人以上40人以下   i区分A  （700単位）  （732単位）  

ii区分B  （652単位）  （681単位）  

iii区分C  （555単位）  （580単位）  

c定員41人以上60人以下   i区分A  （585単位）  （611単位）  

ii区分B  （557単位）  （582単也）  

iii区分C  （499単位）  （521単位）  

d定員61人以上   i区分A  （497単位）  （519単位）  

ii区分B  （476単位）  （497単位）  

iii区分C  （435単位）  （455単位）  

（二）身体障害者に対する指定  i区分A  （693単位）  （724単位）  
旧法施設支援を行う場合   

ii区分B  （656単位）  （686単位）  

iii区分C  （579単位）  （605単位）  

b定員21人以上40人以下   j 区分A  （543単位）  （567単位）  

ii区分B  （519単位）  （542単位）  

jii区分C  （494単位）  （516単位）  

C定員41人以上60人以下   i区分A  （433単位）  （452単位）  

ii区分B  （418単位）  （437単位）  

＝区分C  （387単位）  （404単位）  

d定員61人以上   j 区分A  （373単位）  （390単位）  

ii区分B  （362単位）  （378単位）  

iii区分C  （340単位）  （355単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）  

（2）分場に  a区分A  （551単位）  （576単位）  
おいて行う  

場合   
b区分B  （514単位）  （■5幻単位）  

C区分C  （477単位）  （498単位）  

（二）身体障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  a区分A  （514単位）  （537単位）  

b区分B  （475単位）  （496単位）  

C区分C  （436単位）  （456単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   
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【旧知的障害者適所授産施設】  

現行   新   

イ旧指定   
特定知的  
障害者入  b区分B  （514単位）  （537単位）  

所授産施  
設   

C区分C  （477単位）  （498単位）  
場合   （二）身体障害者に対する指   i区分A  （403単位）  （421単位）  

定  
旧法施設支援を行う場合   ji区分B  （394単位）  （412単位）  

jii区分C  （384単位）  （401単位）  

b分場において行う場合   i区分A  （514単位）  （537単位）  

ii区分B  （475単位）  （496単位）  

iii区分C  （436単位）  （456単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   

ロ旧指定  i区分A  （939単位）  （982単位）  
特定知的  
障害者通  旧法施設支援を行う場合   ii区分B  （865単位）  （904単位）  

所授産施  iii区分C  （791単位）  （827単位）  
設   

b定員21人以上40人以下  i区分A  （727単位）  （760単位）  

ii区分B  （677単位）  （708単位）  

iii区分C  （628単位）  （656単位）  

C定員41人以上60人以下  i区分A  （601単位）  （628単位）  

ii区分B  （571単位）  （597単位）  

iii区分C  （542単位）  （566単位）  

d定員61人以上   i区分A  （508単位）  （531単位）  

ii区分B  （487単位）  （509単位）  

iii区分C  （466単位）  （487単位）  

（二）身体障害者に対する指  i区分A  （693単位）  （724単位）  
定  
旧法施設支援を行う場合  ii区分B  （656単位）  （686単位）  

iii区分C  （579単位）  （605単位）  

b定員21人以上40人以下  i区分A  （543単位）  （567単位）  

ii区分B  （519単位）  （542単位）  

iii区分C  （494単位）  （516単位）  

c定員41人以上60人以下  i区分A  （433単位）  （452単位）  

ii区分B  （418単位）  （437単位）  

iii区分C  （387単位）  （404単位）  

d定員61人以上   i区分A  （373単位）  （390単位）  

ii区分B  （362単位）  （378単位）  

iii区分C  （340単位）  （355単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）  

（2）分場に  
おいて行う  

場合   b区分B  （514単位）  （537単位）  

C区分C  （477単位）  （498単位）  

（二）身体障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合   a区分A  （514単位）  （537単位）  

b区分B  （475単位）  （496単位）  

C区分C  （436単位）  （456単位）  

（三）精神障害者に対する指定旧法施設支援を行う場合  （420単位）  （439単位）   
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【知的障害児通園施設】  

現行   新   

知的障害児の場合   （1） 定員30人以下   （634単位）   （663単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （581単位）   （607単位）  

（3） 定員41人以上50人以   （526単位）   （550単位）  

（4） 定員51人以上60人以   （475単位）   （496単位）  

（5） 定員61人以上70人以   （456単位）   （476単位）  

（6） 定員71人以上80人以   （437単位）   （457単位）  

（7） 定員81人以上   （417単位）   （436単位）   

肢体不自由児の場合   （1） 定員3（〕人以下   （634単位）   （663単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （581単位）   （607単位）  

（3） 定員41人以上50人以   （526単位）   （550単位）  

（4） 定員51人以上60人以   （475単位）   （496単位）  

（5） 定員61人以上70人以 （456単位）   （476単位）  

（6） 定員71人以上80人以   （437単位）   （457単位）  

（7） 定員81人以上   （417単位）   （436単位）   

難聴幼児の場合   （1） 定員30人以下   （975単位）  （1，019単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （896単位）   （937単位）  

（3） 定員41人以上   （817単位）   （854単位）   

幼児加算（知的障害児及び肢体不自由児の場合のみ対象）  （253単位）   （264単位）   

【難聴幼児通園施設】  

現行   新   

難聴幼児の場合   （1） 定員30人以下   （975単位）  （1，019単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （896単位）   （937単位）  

（3） 定員41人以上   （817単位）   （854単位）   

知的障害児の場合   （1） 定員30人以下   （634単位）   （＿663単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （581単位）   （607単位）  

（3） 定員41人以上50人以   （526単位）   （550単位）  

（4） 定員51人以上60人以   （475単位）   （496単位）  

（5） 定員61人以上70人以   （456単位）   （476単位）  

（6） 定員71人以上80人以   （437単位）   （457単位）  

（7） 定員81人以上   （417単位）   （436単位）   

肢体不自由児の場合   （1） 定員30人以下   （634単位）   （663単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （581単位）   （607単位）  

（3） 定員41人以上50人以   （526単位）   （550単位）  

（4） 定員51人以上60人以   （475単位）   （496単位）  

（5） 定員61人以上70人以   （456単位）   （476単位）  

（6） 定員71人以上80人以   （437単位）   （457単位）  

（7） 定員81人以上   （417単位）   （43も単位）   

幼児加算（知的障害児及び肢体不自由児の場合のみ対象）  （253単位）   （264単位）   
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【肢体不自由児施設（通所）】  

現行   新   

肢体不自由児の場合  （303単位）   （316単位）   

知的障害児の場合   （1） 定員30人以下   （634単位）   （663単位）  

（2） 定員31人以上40人以 （581単位）   し607単位）  

（3） 定員41人以上50人以   （526単位）   （550単位）  

（4） 定員51人以上60人以 （475単位）   （496単位）  

（5） 定員61人以上70人以   （456単位）   （476単位）  

（6） 定員71人以上80人以   （437単位）   （457単位）  

（7） 定員81人以上   （417単位）   （436単位）   

難聴幼児の場合   （1） 定員30人以下   （975単位）  （1，019単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （896単位）   （937単位）  

（3） 定員41人以上   （817単位）   （854単位）   

幼児加算（知的障害児の場合のみ対象）  （253単位）   （264単位）   

【肢体不自由児通園施設】  

現行   新   

肢体不自由児の場合  （303単位）   （316単位）   

知的障害児の場合   （1） 定員30人以下   （634単位）   （663単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （581単位）   （607単位）  

（3） 定員41人以上50人以   （526単位）   （550単位）  

（4） 定員51人以上60人以   （475単位）   （496単位）  

（5） 定員61人以上70人以   （456単位）   （476単位）  

（6） 定員71人以上80人以■   （437単位）   （457単位）  

（7） 定員81人以上   （417単位）   （436単位）   

難聴幼児の場合   （1） 定員30人以下   （975単位）  （1，019単位）  

（2） 定員31人以上40人以   （896単位）   （937単位）  

（3） 定員41人以上   （817単位）   （854単位）   

幼児加算（知的障害児の場合のみ対象）  （253単位）   （264単位）   

ー17－   



◎ 次のいずれかに該当するまでは、定員を超えて受け入れることを可能とする  
（定員超過利用減算を行わない）。  

（1）過去3ケ月間の利用実績による取扱い   

過去3ケ月間の利用者の延べ数が、定員に開所日数を乗じて得た数に125％を  

乗じて得た数を超えること  

※ ただし、定員11人以下の場合は、過去3ケ月間の利用者の延べ数が、定員の数に3を加えて得た数に  
開所日数を乗じて得た数を超えること  

（2）1日当たりの利用実績による取扱い  

① 定員50人以下の場合：定員の150％を超えること  

② 定員51人以上の場合：定員から50を差し引いた数に125％を乗じて得た数  

に、75を加えた数を超えること  

※ 定員超過利用を120％から150％に緩和することにより、全ての施設において毎日3人以上の定員を   

超えた受入が可能となることから、1日当たりの利用者数については、小規模施設に対する特例措置は   
設けない。  

（
淋
茸
N
）
 
 
 



入院1外泊時支援の拡充について  

（
鳩
萱
ム
）
 
 
 



サービスに．、 ・タ…  、 の血  

○ 居住系サービスの利用者が入院・外泊した際、一定の支援を実施した場合に  
障害福祉サービス責用等を支払う措置について、更に拡充する。  

（1）施設入所支援・旧法施設支援（通所を除く。）  

入院・外泊時加算が算定できる8日を超える入院一外泊について、一定の支援を行った場合に   

新たに日額の加算を算定することができる仕組みとする。  

（2）障害児施設支援（知的障害児施設、第二種自閉症児施設、盲児施設、ろうあ児施設、肢体不自由児療護施設に限る。）  

入院・外泊時加算が算定できる12日を超える入院t外泊について、一定の支援を行った場合に   
新たに日額の加算を算定することができる仕組みとする。  

（3）共同生活介護・共同生活援助   

利用者の入院時や帰宅時の支援を行った場合に、新たに日額の加算をすることができる仕組み   

とする。  
1  

1  

l  

－ ■ ■lll1－ ■■ ■ ■■ ●■ ■ － ■■■ － －－■ － － － 一 一 一 一 一 一 － － 一 一 － － ■－■ － t － － － 一 一一 一■－・■■－ －■■■・■－・●一 一■● － －－ － －・・・－・－－ ■■－ － 一 一 一 一 － ■－ － － － － － － －・・－1－ ■■■ ■ ■ ■ ■■ － － ■ 一 一 ■ ■ 一 一 － ■ － ■l一 ■ － ● 一 一 － － ■ ● ■t■ ■■ ● － ●   



入所施設における入院時の支援について  

○現行の入院■外泊時加算が算定できる8日（障害児施設支援については12日）を  

超える入院等について、一定の支援を行った場合に新たに日額の加算を算定する。  

入院日 1日  8日   9日  31日  

I 

‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■一‾■■■－－■－－－－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－一一－－－－－一一－－－－－ 「  

；【算定要件】  
l  

01回の入院等について、捌こ限り算定する。  

○ 一定の支援を行った場合に算定できることとする。  
l  

：01月及 
I  

び1回の入院中については、   
l  

：○ 入院だけでなく、外泊も対象とする。  

蔓特別加算との併給はできないこととする。   



長期入院等支援加算（新加算）の単位数について  

○ 長期入院等支援加算の単位数は、入院t外泊時加算の1／2の単位数とし、施設ごとに  

次のように設定する。  

○ ただし、通勤寮は元々単価が低いので、入院・外泊時加算と同じ単位数とする。  

定見   
入院一外泊時  新加算の単位数 ※入院・外泊時加井の  
加井の単位数  1／2   

障害者支援施設   ～60   320  酢  

61・｝80   272  ー  

81～   247  

身体障害者更生施設  ～40   320 

（内部障害者更生施設以外）  41～60   320  粧  

61～90   276  針  

91～   238  

（内部障害者更生施設）   ～40   320  

41～60   320  

61～90   28  

91一－   244  萱草 

身体障害者療諸施設   10   320  

11～20   320  印 

30・｝40   320  

41～60   320  

61～90   314  

91～   282  

身体障害者授産施設   ・・■40   320  

41～60   320  

61～90   274  

91～   229  

知的障害者入所更生施設   10   320  

11～20   320  印 

30～40   320  

41～60   320  

61～90   288  

91～   252  

知的障害者入所授産施設   ～40   320  

41～60   320  

61～90   283  

91～   46  

知的障害者通勤寮  

－22－   



‡ミグループホームーケアホームにおける入院・帰宅時等の支援について  

○ グループホーム・ケアホームについて、利用者の入院時に支援を行った場合や帰宅時  

の支援を行った場合に加算を算定しているところであるが、新たに、一定の支援を行った  

場合に日額の加算を創設する。（現行の加算との選択とし併給不可）   



入院時支援特別加算  

従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準  

備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、  

病院等との連絡調整を行った場合に報酬を加算。（月1回算定）   
入院期間 3日～ 6日（訪問：1回以上） 561単位   

入院期間 7日～1ユ＿旦（訪問：2回以上）1122単位（※1）   

入院期間 7日～ユ旦旦（訪問：2回以上）1122単位（※2）  
（※1）ケアホーム、（※2）グループホーム（経過的ケアホーム含む。）  

入院時支援特別加算   

従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の  

被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上  

の支援を行うとともに、病院等との連絡調整を行った  

場合に報酬を加算（月1回算定）  

t入院期間 3日～6日（訪問1回以上） 561単位  
・入院期間 7日以上（訪問2回以上）1122単位  

長期入院時支援特別加算（新設）   

従業者が病院又は診療所を訪問し、長逝入院期間中の被服等  

の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとと  

もに、病院等との連絡調整を行った場合に報酬を加算。  

入院期間 3日以上（訪問：概ね遇1【司上）122単位／日（※1）  

・基底遡周 3日以上（訪問：概ね遇1M単位．／日（※2）   
（※1）ケアホーム、（※2）グループホーム（経過的ケアホーム含む）  

帰宅時支援加算  

家族等の居宅蔓において外泊した場合であって、帰省に伴う  

家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った場合  

に報酬を加算（月1回算定）  

・外泊期間 3日～ 6日 187単位  
・外泊期間 7日～11旦 374単位（※1）  

・外泊期間 7日～1旦巳 374単位（※2）   
（※1）ケアホーム、（※2）グループホーム（経過的ケアホーム含む）  

帰宅時支援加算   

家族等の居宅において外泊した場合であって、帰省  

に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支  

援を行った場合に報酬を加算（月1回算定）   

・外泊期間 3日～6日 187単位  
・外泊期間 7日以上  374単位  

長期帰宅時支援加算（新設）   

家族等の居宅簑において長遡鼠外泊した場合であって、帰省  

に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等の支援を行った  

場合に報酬を加算   

・姓迫期間 3日以上 40単M（※1）   

・外泊期間＿墨日以上 25単位／巳（※2）   

（※1）ケアホーム、（※2）グループホーム（経過的ケアホーム含む）   



帰宅時支捷加暮の暮  定方法は、入院時支  援特別加叢感凛遠滴  法と岡田  グループホーム・ケアホームにおける入院・帰宅時に係る加算の算定（例）  

【入院期間が4月1日から12日の場合（ケアホーム）】  

【長期入院時支援特別加算】122単位×8日＝ 976単位   

入院 1日  3日  

4／1 4／2 4／4  

【入院期間が4月1日から21日の場合（グループホーム）】  

院
1
2
 
退
即
 
 
 

日
1
 
0
〃
 
 

1
 
4
 
 1

N
∽
1
 
 

入院 1日  
4／1   4／2  

【入院期間が4月1日から5月10日の場合（ケアホーム）】  

ぎ 【長期入院時支援特別加算】   

‖  
122単位×7日＝ 854 古   

…
報
酬
算
定
な
し
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＋
 
 

本
体
報
酬
算
定
 
 

入院1日   3日  

4／1 4／2  4／4   

（注）入院日数は連続している必要はない  

29日  

4／30  

日
〃
 
1
 
5
 
 
 



就労継続支援B型サービス章（Ⅰ）  

の算定要件の緩和  
l－‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■一一－■■■一－－■－●■■■■■一一■一－■■‾‾‾■‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾  

特定旧法指定施設を利用していた重度障害者について、新体系移行後、利用者にとって：  
l ；ふさわしい支援サニビスに移行するまでの間、就労継続支援B型事業所での受入を継続  
；するため、現行の就労継続支援B型サービス費（Ⅰ）の算定要件を緩和する。   

【参考】就労継続支援B型報酬（1日あたり）   

就労継続支援B型サービス費（Ⅰ）  就労継続支援B型サービス責（Ⅱ）  

人以下  481  （1）利用定員が40人以下  527単位  

（2）利用定員が41人以上60人以下 494単位  
（3）利用定員が61人以上80人以下 485単位  
（4）利用定員が81人以上  470単位  

（
鳩
糞
ム
）
 
 
 

（2）利用定員が41人以上60人以下 448単位  
（3）利用定員が61人以上80人以下 439単位  
（4）利用定員が81人以上  424単位  



目棲工賃達成加算の算定要件の緩和  
‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■－■●－－－●一■■●■－－一－●■－－－－－t一一－－－－－－－－一一・－－－－－一一－－一●一一－－－－－一一■－■t■一－－一一一一－■■■●－－●●■－－－－－－－－－－－－－－－－「  

l  

；「エ賃倍増5か年計画」を積極的に推進するため、目標工賃達成加算が、工賃水準の引上げによ  
l ；リー層有効なものとなるよう、新たに「目標工賃達成加算（Ⅱ）」を設ける。  
■－－ －－－－－－●－ － －－－一－－－■－－－－－－－－－－■－t■■■－－▲－－－－－－■t－－■■ ■■■■t●－－■ ■●■■■■■●一■ ■●■■－－■●■ ■ ■■■●■■■－■■ t■■■－－－－－ －－ ■■■■t一－ ■ ■－■●■■■■■■ 一－ －－■■・－■■■－－■■－■■■t■ ■一一一一■ ■■■－  

1．対象事業所  就労継続支援B型事業所  

2．算定要件   
①前年度に、当該事業所の利用者に対して支払ったエ賃の平均額が、次のいずれにも該当すること。  

ア 前々年度の平均工賃額を超えていること。   
イ 当該年度におけるさ脚   

当卿おい  

参加し． r工賃引上げ計i軒l甚権  

巨御中均工賃の1t‖I分のさ0に相当する額を超えていること。   

爛こ  

射ることL  

【改正後】  【現 行】  

目標工賃達成加算   

加算報酬   26単位   

「前年度平均工賃」＞「前々  

年度平均工賃」  

前年度平均工賃が  

算定要件  最低賃金の1／3以上  

「前年度平均工賃」＞「事業  

所が設定した工賃の目標額」  



目標工賃達成加算の基準額算出  

の変更について（薫）  
－■■－■■－－一蠣－■■■■－●■－■－■■蠣一■■■■■■■■一■t■－■－■－■－－■■■■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－t－－，－－－－－ －－－－－－－－－－－－－－－一－－－－－－－－t－t－－－－－－－－■■■■■－■t■■■－●■■－－■■－■■－－  

「障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要す  

る費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成18年10月  

1日付け障発第1031001号厚生労働省社会■援護局障害保健福祉部長通知）において定める  

「目標工賃達成加算の要件」について、以下のように変更する。  
l＿＿＿＿．＿．＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿，＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿－－■■■■■■■－－－－－－－－－－－－－・－－－－】■■■－■‾■‾→一■‾‾‾‾‾‾ ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾t ‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

【現 行】  

目標工賃達成加算の要件  
ア 前年度の調整後の工賃実績（※1）が目標工賃以上であること。  
イ 原則として、前年度の調整後のエ賃実績が前々年度の調整後の工賃実績以上であること（経済状況等により低下する場合（※2）   

を除く）。  
り 前年度の調整後の工賃実績が地域の最低賃金の3分の1（※3）以上であること。   

※1調整後の工賃実績  

（i）新規利用者については、利用開始から1年に達するまでの間、エ賃実績から除外することを可能とする。  
（ii）月の途中において、利用開始又は終了した者の当該月の工賃は、工賃実績から除外する。   

※2 同一都道府県内の8割の就労継続支援B型事業所のエ賃実績が低下した場合は、同一都道府県内全ての事業者についてこの   

規定は適用しない。なお、これ以外の場合においても、個別の事業者にとって、原油価格、為替相場の変動が直接影響すること   
等により、年間の直接経費が10％以上上昇した場合等著しい変動が合った場合で、都道府県がやむを得ないものとして認めた  

場合はこの規定を適用しないこととする。   

※3（i）時給の場合   

調整後のエ賃実績が前年度の各都道府県の最低賃金の3分の1（円未満四捨五入）以上  
（ii）日給の場合   

調整後の日給工賃実績を5（時間）で除して得た籠が、前年度の各都道府県の最低賃金の3分の1以上（1日当たりの利用時間が   

3時間以下の者の工賃は、工賃実績から除外する。）  
（iii）月給の場合   

調整後の月給工賃実績を110（5時間×22日）で除して得た額が前年度の各都道府県の最低賃金の3分の1以上   



【改正案】  

目標工賃達成加算⊥ヱ⊥の要件  

ア 前年度の工賃実績（※1）が目標工賃以上であること。  
イ 原則として、重畳直の王賃実績が前々年度堕畳呈鎧以上であること（経済状況等により低下する場合（※2）を除く）。  

り 前年度のエ賃芙踵が地域の最低賃金の3分の1（※3）以上であること。  

目標工賃達成加算（Ⅱ）の要件  

ア「工賃倍増5か年計画」への積極的参加及び「エ賃引上げ計画」の  

イ、原則として、前年度の工賃実績が前々年度の三遷実績以上であること・、経済状況等により低下する場合を除く∴  

り 前年度の工賃実績が各都道府県の事業種別平均工賃の10p分の80に相当する韓以上てあること．   

※1菰生皮 のエ賃実績  

潤ものとする。  

（ii）月の途中において、利用開始又は終了した者の当該月のエ賃は、エ賃実績から除外する。   

※2 同一都道府県内の8割の就労継続支援B型事業所のエ賃実績が低下した場合は、同一都道府県内全ての事業者についてこの   

規定は適用しない。なお、これ以外の場合においても、個別の事業者にとって、原油価格、為替相場の変動が直接影響すること  
等により、年間の直接経費が10％以上上昇した場合等著しい変動が合った場合で、都道府県がやむを得ないものとして認めた  
場合はこの規定を適用しないこととする。   

※3（j）時給の場合   

前年度の工賃実績が前年度の各都道府県の最低賃金の3分の1（円未満四捨五入）以上  
（ii）日給の場合   

各事業所の前年度のエ賃実績（時給）が、青柳  
（iii）月給の場合   

（ii）に同じ   



アホームにおいて個人単位でホームヘルプサービスを利用する場合の対象者の拡大について  

対象者について、これまで障  

のを、障害程度区分4以上、  

ケアホームにおいて個人単位でホームヘルプサー  ス
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障害程度区分4以上、かつ、下記の要件を満たす  
①ケアホームの個別支援計画にホームヘルプサービスの   

利用が位置づけられていること。  
②ケアホームでのホームヘルプサービス利用について市  
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重度訪問介護対象者の各区分の国庫負担  
基準額から、1，180単位／月を減額した単   

現行どおり  
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経過的ケアホーム入居者の居宅介護  
対象の各区分の国庫負担基準額から  
1，180単位／月を減額した単位数を適用  



立でホームヘルプサービス  アホームにおいて  

現行の対象者  

【対象者】  

障害程度区分4以上、かつ、行動援護又は重度訪問介護対象者  

【ケアホームの報酬及び加算】  

一報酬については、障害程度区分（区分4～区分6）にかかわらず、区分2（210単位／日）の報酬単価   
を適用  

・加算については、小規模事業加算、自立生活支援加算、帰宅時支援加算、入院時支援特別加算、夜   
間支援体制加算、小規模事業夜間支援体制加算は適用  
（※）平成20年4月に新設される長期帰宅時支援加算、長期入院時支援特別加算は適用  

【ケアホームの人員配置基準】  

一個人単位でホームヘルプサービスを利用する者については、生活支援員の配置基準の適用外とする。  

・サービス管理責任者については、配置基準の対象とし、個別支援計画の作成を義務づける。  

【国庫負担基準】  

・現行の経過的ケアホーム入居者の行動援護又は重度訪問介護対象者の各区分（区分4～区分6）の   

国庫負担基準額から、1，180単位／月を減額した単位数を適用  
※障害程度区分2のケアホームの報酬額と国庫負担基準額が重複する部分について、国庫負担基準綾を減額  

【期間】  

平成19年4月1日から平成21年3月31日までの時限措置  

上記の対象者師走要件を満たした者に、蜘ビス（身体介護のみ）利用を認め   



今回の対象者の拡大  

る者に対して、下記の要件により、居宅介護（身体介護のスポット支援のみ）の利用を可能とする。  
l．＿．＿＿＿＿＿＿＿．．＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿．＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．．．＿＿＿●＿  

【対象者】  

邁たす畳  

①ケアホームの個別支援計画   づけられていること。  にホームヘルプサービスの   

めること  

排泄、衣服着脱等の身体介 ※ ホームヘルプサービスの支給決定は、入浴、食事、 護のスポット支援であること 

※ ホームヘルプサニビ星型支給決定lこあたり、必要lこ応じて、市阻封書査会又は地域自立支援協議会に意見を聞くことができる。  

【ケアホームの報酬及び加算】  

・報酬については、障害程度区分（区分4～区分6）にかかわらず、区分2（210単位／日）の報酬単価   

を適用  

・加算については、小規模事業加算、自立生活支援加算、帰宅時支援加算、入院時支援特別加算、長   

期帰宅時支援加算、長期入院時支援特別加算、夜間支援体制加算、小規模事業夜間支援体制加算   

は適用  

【ケアホームの人員配置基準】  

・個人単位でホームヘルプサービスを利用する者については、生活支援員の配置基準の適用外とする。  
・サービス管理責任者については、配置基準の対象とし、個別支援計画の作成を義務づける。  

【国庫負担基準】  

・現行の経過的ケアホーム入居者の  の各区分（区分4～区分6）の国庫負担基準額か   

ら、1，180単位／月を減額した単位数を適用   
※障害程度区分2のケアホームの報酬額と国庫負担基準額が重複する部分について、国庫負担基準額を減額  

【期間】  

1日から  31日までの  

※現行の対象者については、現行どおりの取り扱いと   



アホームにおいて個人単位でホームヘルプ  合の  
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アホームにおいて個人単位でホームヘルプサービス  

者の拡大に係るQ＆Aについて  

島台の  

Ql今回、障害程度区分4以上であり、一定の要件を満たした者は、居宅介護の身体介護を利用できることとなったが、   
現行の対象者（障害程度区分4以上、かつ、行動援護又は重度訪問介護対象者）についても、居宅介護の身体介護   
のみ利用可能なのか。  

A現行の対象者（障害程度区分4以上、かつ、行動援護又は重度訪問介護対象者）については、現行どおりの取り扱   

いとする。  

Q2 身体介護のスポット支援とは、どのような支援を想定しているのか。  

A 身体介護のスポット支援については、次のような支援を想定している。  

（例）   

○ 排泄・食事介助、清拭・入浴、身体整容、体位変換、移動・移乗介助、起床及び就寝介助、服薬介助等   
○ 利用者の行動を予測しながら危険を回避するための支援   

○ 利用者が適切な行動を選択できるための支援   

（※）いずれの場合においても、一時的に個別支援が必要となる場合のみとする。   



小規模作業所の移行促進のための定員要件の緩和について（案）  

（
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の拡大について  完介助の対象   

【現行（通院介助）】  

居宅介護利用者が病院等へ通院する場合の介助のみ対象。  
【対象範囲の拡大（通院等介助）】  

病院等へ通院する場合に加え、居宅介護利用者が、公的手続又は相談のために官公署を訪れ  
る場合を対象として追加。  

相談のために指定相談支援事業所を訪れる場合及び相談の結果、見学のために紹介された指定障害福祉サー  
ス事業所を訪れる場合を含む。  

【イメージ図】  

（
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※相談の結果、見学のために指定障害福祉サービス事業所を紹介されたが、当日は当該事業所が閉所している等の理由によ   
り、翌日以降、当該事業所に見学に行く場合0なお、支給決定を受けて当該事業所によるサービスを利用する場合は除かれる0  



行動援護の支援対象者の見直し（予防的措置）  
目 的：行動援護制度創設時には、強度行動障害のある者への支援をイメージし、支援対象者を  

認定調査項目の積み上げ点数10点以上としていたところであるが、行動援護の支援により   
10点以下となり支援を受けられなくなる者及び強度行動障害手前の看で行動援護の支援  

があることによって2次障害（強度行動障害）を防止することが可能な者も行動援護の支援  

対象者とし、強度行動障害とならないための予防的措置の実施を目的とする。  
内 容：認定調査項目の点数を10点以上から8点以上に引き下げる。  
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《8点の対象者像》  
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適切な支援が確保されることにより   

行動障害が軽減される  

《期待される効果》  

・適切な支援を受けることによって、行動障害を起こさない予防効果がある  

・10点の者が適切な支援により行動障害が軽減され、10点未満になった場合も継続して支援が可能となり、  
予防効果が確認できる  

・重い障害がある人の地域での安定した暮らしを支えることが出来る  

（
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○ グループホーム・ケアホームに係る小規模事業加算及び小規模事業夜間支援体制加  

算の報酬等について、平成19年度と同様の取り扱いとなるよう、見直しを行う。  

【平成20年4月1日からの新単価】  

4人   5人   6人   7人   8人   9人   

区分5・6  127単位／日  98単位／日  73単位／日  57単位／日  42単位／日  32単位／日   

区分4   65単位／日  46単位／日  33単位／日  19単位／日  12単位／日  5単位／日   

区分2・3  26単位／日  22単位／日  18単位／日  11単位／日  8単位／日  3単位／日   

○ 小規模事業夜間支援体制  
加算の平成20年4月1日から  
の単価について、平成19年  

度と同単価に見直す。  
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新体系事業の報酬体系について（案）  

（平成20年4月以降）  
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・・・… …・■  ■ 33   

・… … … ‥  34   

■    ■    ■    ■  

■   ■   ■   ■   

1   

－39－  



Ⅰ 訪問系サービス  

等の報酬基準   1．居宅介  

短時間の集中的な提供（身体介護、家事援助）と長時間の滞在による提  

供（重度訪問介護、重度障害者等包括支援）といったサービス内容の実態  

に適した報酬基準とするとともに、特に重度の障害者の方々について配慮  

する。  

〔身体介護、家事援助〕   

○ 短時間に集中的にサービス提供を行うことが期待される身体介護と   

家事援助については、30分単位の単価設定とするとともに、身体介護、   

家事援助それぞれについて1．5時間を基本とする報酬lを設定する。  

・身体介護  

⇒1．5時間で580単位。なお、排泄に時間を要する者等への対応の   

ため、30分当たり75単位とする（3時間まで）  

・家事援助   

⇒1．5時間で225単位。  

○ なお、市町村が特にやむを得ない事情があると判断した場合には、報   

酬基準時間（身体介護で3時間、家事援助で1．5時間）を超える部分につ   

き、30分当たり70単位増とする。  

○ 従事者の資格要件については、短時間に集中して支援を行うという業   

務内容を踏まえて、1級又は2級ヘルパーを基本とする。なお、3級その   

他の者（支援費制度において身体介護、家事援助又は日常生活支援に係   

る業務に従事した経験を有する者）がサービス提供を行った場合には、   

身体介護で30（冥，、 家事援助で10（％の減算を行う。   



〔行動援護〕   

0 30分単位の単価設定とし、1．5時間で580単位、以降30分当たり148   
単位とする（5時間まで）。  

○ 従事者については、行動援護従業者養成研修の制度化を図った上で、   

経過的措置として、以下の者についても同研修の受講を要件として、従   

事することを可能とする。ただし、このサービス提供者がサービス提供   

を行った場合には、30（拓の減算を行う。  

・サービス提供責任者：知的障害者、精神障害者又は障害児の直接  

支援業務の従事期間3年以上  

・サービス提供者：知的障害者、精神障害者又は障害児の直接支援  

業務の従事期間1年以上  

〔重度訪問介護〕  

○ 長時間滞在型の重度訪問介護については、1日につき3時間超の支給決  

定を基本とする一方で 、30分単位で一律に報酬額が上昇していく仕組み  

を改め、ホームヘルパーの1日当たり費用を勘案して8時間を区切りとす  

る単価設定とする∴、その際、区分6（要介護5程度）の者については7．5％、   

重度障害者等包括支援の対象者の要件に該当する者については15％の  

加算措置を講じる。 

3～4時間   8時間   

日常生活支援   642単位＊   1，390単位   

著しく重度の者（＋15％）   736単位（＋14．6％）   1，426単位（＋2．6％）   

区分6の対象者（＋7．5％）   688単位（＋7．2％）   1，333単位（△4．1％）   

その他   640単位（△0，3％）   1，240単位（△10．8％）  

＊3．5時間と4時間の平均単価   

0 8時間超は、管理コストが逓減することを踏まえ、8時間までの報酬   

単価の95％相当額を算定する（。   

3  
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○ 移動中の介護を実施した場合については、移動介護の実施時間数に応   

じて、下記の加算を行う。  

1時間以下の移動 100単位  

2時間以下の移動 150単位  

3時間以下の移動  200単位  

3時間を超える移動 250単位  

○ 従事者の資格要件については、利用者とのコミュニケーションなどの   

重要性を踏まえて、日常生活支援の資格要件（座学を含め20時間）につ   

いて、現場実習を中心とする内容に改めるとともに、広く従事者を確保   

する観点から研修時間数を10時間とする。  

⇒ ただし、加算対象となる特に重度の障害者に対し支援を行う者につ   

いては、利用者が医療的ケアを必要とする者が多いこと等を踏まえ、  

緊急時の対応等についての付加的な研修を受講していることを要件  

とする。   
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〔重度障害者等包括支援〕  

○ 下記の要件を満たす事業者が、個別支援計画に基づき、必要な障害福   

祉サービスを包括的に提供した場合に、算定を認めることとする。  

・重度訪問介護等何らかの障害福祉サービスに係る指定事業者であ  

り、かつ、24時間、利用者からの連絡に対応できる体制となってい  

ること  

・相談支援専門員の資格を有するサービス提供責任者を配置してい  

ること  

週単位で個別支援計画を作成するとともに、定期的にサービス担  

当者会議を開催すること  

○ 報酬単価は、生活介護（日中活動）と重度訪問介護において、重度障害   

者等包括支援対象者に適用される単価を勘案し、4時間700単位とする。  

※ ケアホームやショートステイを利用する場合は、それぞれの最重   

度者に適用される単価を適用する  

○ 長時間利用の場合は、管理コストが逓減することを踏まえ、1日12   

時間を超える分からは報酬単価の97．5％相当額を算定する。  

※ 居宅介護、重度訪問介護及び重度障害者等包括支援については、日中   

時間以外に支援を行った場合には、午後10時から午前6時まで50％の   

深夜加算を行うとともに、午後6時から午後10時まで及び午前6時か   

ら午前8時まで25％の夜間・早朝加算を行う。   
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2．居宅介  等の国庫  担基準  

l′●■＝＝＝■■■■■■■■■■■ll●■■■■■   

サービスの地域格差が大きい中で、限られた国章を公平に配分する観点  

から、現在の市町村の支給実績、支援責制度の国庫補助基準額を勘案し、  

全国の9割程度の市町村の支給実績（月9．5万円）をカバーできるよう、  

…設定する。   

新たに制度化された重度障害者等包括支援の基準額については、現在の  

支援責制度における国庫補助水準の最高額（月約22万円）を超える水準  

とし、著しく重度の障害者に対する支給実績、施設入所等の報酬水準を勘  

萱案して設定する。  
l．■．－‖．－………‖‖‖■．．‖‖－．■．■．－．■．■．■．■．■．■．■．■．■．■＝＝■＝■…＝■＝＝＝＝＝＝＝＝1■■t■■＝＝＝＝t仁■■＝＝＝＝＝＝＝■＝＝＝＝●■＝＝■＝＝＝＝■■■′   

○ 国庫負担基準は、サービスの種類に応じ、障害程度区分ごとに設定す   

ることとし、各市町村に対し、各国庫負担基準額に障害程度区分ごとの   

サービス利用者数を乗じて得た額を上限として、国庫負担を行う。  

○ 新制度移行に伴う経過措置等として、下記の措置を講じる。  

① 制度施行時点において、国庫負担基準を超える給付水準の市町村に  

ついては、従前の補助実績に基づき、国庫負担を行う。  

② 平成20年度までの3年間は、すべての訪問系サービスに係る障害程  

度区分の基準額を合算して適用する。  

③ 都道府県地域生活支援事業により、重度の障害者の割合が著しく高  

いために国庫負担基準を超過する小規模自治体等を対象に、一定の財  

政支援を行うことを可能とする。  

○ 国庫負担基準額は、報酬基準と整合を図り、単位制とする。1単位10   

円を基本とし支援費と同じく、級地区分を設ける。   
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＜国庫負担基準額＞  

○ 各区分の国庫負担基準額（・人）1うたりノj額）は、表の「甲位数」に級地区分ご   

とに設定する「1中位、さiたりの申価」及び「各l行町村の給付率」を乗じた額とす   

る。  

（1）居宅介護対象者  

区分2   区分3   区分4   区分5   区分6   

2，910単位  4，310刹立  8，110単位  12，940単位  18，680単位   

（2）行動援護対象者  

区分4   区分5   区分6   

位  14，580単位  19，410単  25，1弧単位   

（3）重度訪問介護対象者  

位  23，8幻単位  2脚単位 
区分5  区分6      1   

（4）重度障害者等包括支援対象者  

※重度障害者等包括支援を利用しない看であっても、その対象者の要件に該当する者については、指定相談支援事業者  
l誌るケアマネジメントを利用し、重度訪問介護等の障害福祉サービスを利用する場合には、その利用した庫害福祉サービ   

ス全体に係る国庫負担基準として、重鹿障害者等 括支援の国庫負担基準書如ち指定相談支援に係る幸鵬に相当する   
額を控除した額を適用する。   

【参考】  

支援費制度の国庫補助基準額  

・円  107，620円  216，940‖  移動介護利用者  全身性障害者  
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＜在宅で生活する者のうち、他制度・他のサービスを利用する場合＞  

○ 介護保険対象者、日中活動系サービス利用者については、それぞれ下記の基準額と   

する。  

○ なお、介護保険対象者、日中活動系サービス利用者のいずれにも該当する者につい   

ては、下記の①・②のいずれか低い方の基準額を適用する。  

① 介護保険対象者の国庫負担基準額   

○ 各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごと   

に設定する「1単位当たりの単価」及び「各巾町村の給付率」を乗じた額とする。  

（1）行動援護対象者  

6，470単位  区分3～区分6   

（2）重度訪問介護対象者  

10，910単位  区分4～区分6   

（3）重度障害者等包括支援対象者  

26，820単位  

② 日中活動系サービス利用者の国庫負担基準額   

○ 各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごと   

に設定する「1単位当たりの単価」及び「各巾町村の給付率」を乗じた額とする。  

（1）居宅介護対象者  

※ 区分1一区分5及び障害児については、前頁の（1）居宅介護対象者欄の単位と同じ  

（2）行動援護対象者  

区分3   区分4   区分5   区分6   

8，290単位  10，700単位  13．680単位  16，440単位   

※ 障害児については、前頁の（1）行動援護   

対象者欄の単位と同じ   

（3）重度訪問介護対象者  

区分4   区分5   区分6   

10，700単位  13，680単位  16，440単位  
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＜共同生活介護（ケアホーム）入居の場合＞  

t  

こ三  

・・…  
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＜共同生活介護（ケアホーム）入居者の経過的給付（※）の場合＞  

※ 平成21年3月まで適用  

○ 各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごと   

に設定する「1単位当たりの単価」及び「各市町村の給付率」を乗じた額とする。  

○ なお、日中活動系サービス利用者についても同額とする。  

（1）居宅介護対象者  

区分2   区分3   区分4   区分5   区分6   

1，180単位  3．100単位  3．920単位  5，530単位  8，290単位   

（2）行動援護対象者  

区分3   区分4   区分5   区分6   

4，860単位  5．680単位  7．290単位  10，050単位   

（3）重度訪問介護対象者  

区分4   区分5   区分6   

6月90単位  8，500単位  11．260単位   

○ また、介護保険対象者については、それぞれ下記の基準額とする。  

○ 各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごと   

に設定する「1単位当たりの単価」及び「各市町村の給付率」を乗じた額とする。  

（1）行動援護対象者  

1，760単位  区分3一区分6   

（2）重度訪問介護対象者  

2．970単位  区分4～区分6   
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＜共同生活介護（ケアホーム）入居者が個人単位で居宅介護等を利用した場合   

（※）＞  

※ 平成21年3月まで適用  

○ 各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごと   

に設定する「1単位当たりの単価」及び「各巾町村の給付率」を乗じた額とする。   

（1）居宅介護対象者（行動援護利用者の心身の状態にある者）  

区分4   区分5   区分6   

4，500単位  6，110単位  8，870単位   

（2）居宅介護対象者（重度訪問介護利用者の心身の状態にある者）  

区分4  区分5   区分6   

5．710皇位  7．320皇位  10．080皇 

（3）居宅介護対象者（（1）（2）以外の区分4以上の者）（平成20年4月から適用）  

区分4   区分5   区分6   

2．740単位  4．350単位  7．110単位   

（4）重度訪問介護対象者  

区分4   区分5   区分6   

5．710単位  7．320単位  10．080単位   

○ また、介護保険対象者については、それぞれ下記の基準額とする。  

○ 各区分の国庫負担基準額（一人当たり月額）は、表の「単位数」に級地区分ごと   

に設定する「1単位当たりの単価」及び「各市町村の給付率」を乗じた額とする。  

（1）重度訪問介護対象者  

区分4～区分6  

11  

－49－   



＜共同生活介護（ケアホーム）又は共同生活援助（グループホーム）入居者が   

通院介助を利用した場合（※）＞  

※ 平成21年3月まで適用  
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3．短期入所の報酬基準  
′■■■■■■■■●■■■■■■…■巾■■●■■■■■■…＝■■＝■t■■■●■＝■■■■■■＝＝■■■■＝＝■■■■■■t■■■▲●■■●■■■■■＝＝＝■＝■■＝＝＝＝t■■■■●■■■■＝＝＝＝■■■＝■■  

…障害者、障害児それぞれについて、障害程度に応じた単価設定とする。≡  
■■■＝＝■＝■■■●■■■■■■●■■■■■■■■●■「■■■t＝＝■■●■■■■●一…＝＝■■■●■＝＝＝■t■■■■1■－■■■■■■－■■t■■■■－…＝■■■●■■■■＝■■＝＝＝＝＝…＝■■●■■■■■■■■■■■  

○ 障害者  
・障害者支援施設等で実施した場合  

490単位  

490単位  

562単位  

624単位  

757単位  

890単位  

区分1  

区分2  

区分3  

区分4  

区分5  

区分6  

・療養介護事業に係る施設（医療施設）で実施した場合   

療養介護対象者：2400単位   

その他※   ：1400単位  

※ 医療施設において、医療が必要と認められた遷延性意識障  

害者等に対して提供した場合に適用。  

○ 障害児  

・知的障害児施設等で実施した場合  

区分1   490単位  

区分2   593単位  
区分3   757単位  

・重症心身障害児施設、肢体不自由児施設（医療施設）で実施した場  

重症心身障害児 ：2400単位   

その他※  ：1400単位  

※ 医療施設において、医療が必要と認められた遷延性意識障  

害児等に対して提供した場合に適用。  

〔加箕〕各障害共通  

○ 食事提供体制加算（平成21年3月31日まで）   68単位／日  
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Ⅱ 日中活動系サービス  

○ 利用者の障害程度に応じて、ふさわしいサービスの提供体制が確保さ   

れるよう、必要な人員配置の基準及び報酬単価をきめ細かく設定する。  

具体的には、必要な人員が確保されていることを前提に、   

事業者ごとの  

・利用者の平均障害程度区分及び重度障害者の割合に応じた報酬区分  

・平均障害程度区分に応じた報酬区分   

の2つを設定し、事業者においては、いずれかの選択を可能な取扱いと   

している。  

【生活介護サービス責】  

※1 生活介護の対象者は、区分3以上（施設入所を伴う場合は区分4以上）。  

ただし、50歳以上の者にあっては、区分2以上（施設入所を伴う場合は区分3以上）。  

※2 サービス提供職員の配置（常勤換算）については、   

① 平均区分5以上の場合、3：1以上   

② 平均区分4以上5未満の場合、5：1以上   

③ 平均区分4未満の場合、6：1以上   

を最低基準とする。  

※3 平均障害程度区分の算定に当たっては、経過措置による利用者を除く。  
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2．療養介護  

○ 利用者の障害程度に応じて、ふさわしいサービスの提供体制が確保さ   

れるよう、事業者ごとの利用者の平均障害程度区分に応じた人員配置の   

基準を設け、これに応じた報酬単価を設定する。  

【療養介護サービス費】  

報酬嘩価  
区分  

サービス提供職員  
配置基準（常勤換算）   

平均障害程度（※）  

904単位  885単位  868単位  857単位   2：1以上   
平均障害程度が5．0以上か  

療養介護サービス費（Ⅰ）  つ区分6の者が50％以上   

療養介護サービス費（Ⅱ）   659単位  629単位  604単位  591単位   3：1以上  平均障害程度が5．0以上  

療養介護サービス責（Ⅲ）   521単位  495単位  484単位  476単位   4：1以上  

人員配置の経過措置として設定  

療養介護サービス費（Ⅳ）   

417単位  385単位  371単位  362単位   6：1以上  

経過措置利用者（区分5未満の看）   

※1 療養介護の対象者は、   

（力 気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている看であって、区分6   

② 筋ジストロフィー症患者又は重症心身障害者であって、区分5以上。  

※2 平均障害程度区分の算定に当たっては、経過措置による利用者を除く。  

※3 生活支援員として正看護師を配置した場合、正看護師1人あたり生活支援員1．5人とみなして、  

配置基準上のサービス提供職員数と算定可能（平成21年9月末までに限る）。  
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3．自立  

○ サービスを効果的・効率的に提供し、個別支援計画の目標が的確に達   

成されるよう、事業者は、利用者ごとに標準期間内で利用期間を設定す   

ることとし、サービス管理責任者が利用期間中のサービス内容と実施の   

手順に責任を持つものとする。  

（1）機能訓練   

○ 通所による訓練を原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応じ、訪   

問による訓練を組み合わせる。   

【機能訓練サービス費】  

報酬単価  
区分  

サービス提供職員  
配置基準（常勤換算）   定員40人以下  定141人以上60人以下  定▲61人以上80人以下  定員81人以上   

機能訓練サービス費（Ⅰ）   668単位  635単位  609単位   572単位   6こ1以上   

機能訓練サービス費（Ⅱ）   187単位  1人以上   

※ 通所による訓練を行った場合は機能訓練サービス費（Ⅰ）を、居宅の訪問による訓練を行った場合   

は機能訓練サービス費（Ⅱ）を算定する。  

○ 標準利用期間超過減算（生活訓練（宿泊型自立訓練を除く。）も同様）  
l  

；◆基本単位数の95％を算定  
l   

※ 算定条件…事業者ごとの平均利用期間が標準利用期間を6ケ月以上超える場合  

（2）生活訓練   

○ 通所による訓練を原則としつつ、個別支援計画の進捗状況に応じ、訪   

問による訓練を組み合わせる。  

また、宿泊型自立訓練については、日中、一般就労又は外部の障害福   

祉サービス等（自立訓練（生活訓練）及び指定宿泊型自立訓練事業所と   

同一の敷地内の指定障害福祉サービス事業所等により提供される障害福  
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祉サービス等を除く。）を利用する者が対象となる。  

【生活訓練サービス費】  

報酬単価  
区分  

サービス提供職員  
配置基準（常勤換算）   定員40人以下  定員41人以上60人以下  定Å61人以上80人以下  定員81人以上   

生活訓練サービス費（Ⅰ）   668単位  635単位  609単位   572単位   6：1以上   

生活訓練サービス黄（Ⅱ）   187単位  1人以上   

※ 通所による訓練を行った場合は生活訓練サービス費（Ⅰ）を、居宅の訪問による訓練を行った場合   

は生活訓練サービス費（Ⅱ）を算定する。  

○ 短期滞在加算  
「 ‾ ‾ 一‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾  

：◆115単位／日（宿直体制を確保している場合）    l  
l  

：180単位／日（夜勤体制を確保している場合）  

‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾  
1  1  

1  

1  1  l  l  

※算定条件…①生活訓練の一環として、個別支援計画に基づき提供される場合   
】  

②心身の状況の悪化防止など、緊急の必要性が認められる場合  
l  

○ 精神障害者退院支援施設加算（経過措置）  

◆115単位／日（宿直体制を確保している場合）   

180単位／日（夜勤体制を確保している場合）  

※ 算定要件…精神科病院病棟の病床減少を伴う形で設置した施設等において、精神科病  

院に概ね1年程度入院していた退院患者等に対し、自立訓練を利用している  

間の夜間の居住の場を提供した場合  

【宿泊型自立訓練サービス費】  

区分   
報酬   単価  サービス捷供職員  

A 【コ   

生活訓練サーービス費（Ⅲ）   270単位  162単位  
10：1以上  

地域移行支援鼻1人以上   

○ 食事提供体制加算（平成21年3月31日まで）   

至◆ 68単位／日（短期滞在加算が算定される者のうち、心身の状況の悪化防止など、  

緊急の必要性が認められる場合）  

42単位／日（それ以外の場合）  
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○ サービスを効果的・効率的に提供し、個別支援計画の目標が的確に達   

成されるよう、事業者は、利用者ごとに標準期間内で利用期間を設定す   

ることとし、サービス管理責任者が利用期間中のサービス内容と実施の   

手順に責任を持つ仕組みとする。また、個別支援計画の進捗状況に応じ、   

適所と職場訪問等によるサービスを組み合わせて実施することとする。   

【就労移行支援サービス費】  

報酬単価  サービス提供職員  
区分  

定見40人以下  定員41人以上60人以下  定Å61人以上80人以下  定員81人以上   
配‡■基準（常勤換   

算）  

職業指導員及び  
生活支援員  

就労移行支援サービス兼（Ⅰ）  769単位   737単位   693単位   657単1立  
6：1以上  

就労支援貞．  
15：1以上   

就労移行支援サービス♯（Ⅱ）  476単位   446単位   435単位   421単位   10：1以上   

※ 別に定める資格の取得による就労移行支援を行った場合、就労移行支援サービス費（［）を算定。  

○ 就労移行支援体制加算  

；◆26単位／日  
1  l  

：※ 算定要件…一般就労への移行後、6か月継続して就労している者が、前年度において定：  

員の2割以上である場合（1年間を限度）  
■ ■ ● －■ ■ － － ■ － － － － －■－ －－ ■－ － － －■ － － － － －－ － － － － － － － － － －－ － － － － － － －■ － －－ － － － － － － － － －－ ▲－－－● －■ 一 － － － － － － － － － － ■ － － ■ ■  

○ 精神障害者退院支援施設加算（経過措置）  
‾ ‾ ■ － ■ ■ ■ ■ ● ● 一 － － － － － 一 一 ■－－ －－ － － － － － －■－ － － － － － －－ － － － －－ － ■－－ －－ － － － － 一 一 －－・－ － － － － －－ － － － － －－－ － － － －－ － － 一 一 － 一 一 一 一 ■  

5◆115単位／日（宿直体制を確保している場合）  
l  

180単位／日（夜勤体制を確保している場合）  
1  

1  

※ 算定要件…精神科病院病棟の病床減少を伴う形で設置した施設等において、精神科病：  

l      院に概ね1年程度入院していた退院患者等に対し、就労移行支援を利用して：  
いる間の夜間の居住の場を提供した場合  

し－一一－－一＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」  

○ 標準利用期間超過減算  
－ － － － － － － －■－－ － － － 一 一－ － － －－ － － － － － － － － ▲－ － － －－ － － － －● － －－■■● － －■ － － － － －● － －－－■－■－－ －一 一 －■－ －－ －－ － ■ ■ － ■ ■ － 一■■■■■ －－■ － ■■ ■■ ■ ■■■  

l  

：◆ 基本単位数の95％を算定  

； ※算定条件…事業者ごとの平均利用期間が標準利用期間を6ケ月以上超える場合  
－ － ■ ■ ■■ －■－ －■■■ ■ ■ － － － ■ － － ▲－ －－ －■－■－－ － － － － － － － －－ －－ － － － － 一 一 －■●－▲－一 －■ －－ － － － ■ －■ ● ● ■■■ ■ － ■■ 一 － ■ ■－ ■ ■ ■ t－ － ■ － ■ ■ ■  
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5．就労継続支援  

○ 就労や生産活動の機会を提供し、生産活動にかかる知識・能力の向   

上・維持等を図るサービスの提供を行うこととし、これに伴う報酬を設   

定する。  

（1）就労継続支援A型   

【就労継続支援A型サービス費】  

報酬単価  サービス提供職長  
区分  

定員40人以下  定員41人以上60人以下  定員61人以上80人以下  定員81人以上   
配置基準（常勤換   

算）  

就労継続支援（A型）サービス費  481単位   448単位   439単位   424単位   10：1以上   

○ 生産性の向上を図り、多様な業種において就労機会の拡大を図るため、   

以下の割合の範囲内で、定員とは別に、障害者以外の者の雇用を認める。  

①定員10人～20人  定員の5割以下  

②定員21人～30人 10人又は定員の4割のいずれか多い数   

③定員31人～  12人又は定員の3割のいずれか多い数  

○ 多様な事業形態により、多くの就労機会を確保できるよう、最低定員   

の基準を緩和し、障害者の定員10人から事業実施を可能とする。  

○ 就労移行支援体制加算  
l  l  

l ：◆ 26単位／日   

※ 算定要件…一般就労への移行後、6か月継続して就労している者が、前年度において定：  

員の5％以上である場合（1年間を限度）テ  
l  l  
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（2）就労継続支援B型  

【就労継続支援B型サービス責】  

報酬単価  サービス提供職員  
区分  

定員40人以下  支ぇ41人以上80人以下  是■81人以上80人以下  定員81人以上   
配置基準（常勤換   

算）  

就労継続支援（B型）サービス手（Ⅰ）  527単位   494単位   485単位   470単位   7．5：1以上   

就労継続支援（B型）サービス責（Ⅱ）  481単位   448単位   439単位   424単位   10二1以上   

※ 就労継続支援B型サービス費（Ⅰ）の算定に当たっては、障害基礎年金1級受給者が利用者の5割以上であ   

る事業所（特定旧法指定施設から移行する場合は、1割以上（平成21年3月31日までの経過措置））であるこ   

とが要件。  

○ 事業者の指定に当たり、平均工賃が工賃控除程度の水準（月3，000円）   

を上回ることを事業者指定の要件とする。  

○ 利用者の工賃水準の向上を図るため、事業者は、平均工賃の目標水準   

を設定し、実績とあわせて都道府県知事への報告、公表を行う。  

○ 就労移行支援体制加算  
l  

：◆13単位／日  
t  

l  

※算定要件・・・一般就労又は就労継続A型事業所への移行後、6か月継続して就労してい…  
る者が、前年度において定員の5％以上である場合（1年間を限度）  

○ 目標工賃達成加算（Ⅰ）  

l  

：◆ 26単位／日  
l  

※ 算定要件・・・①平均工賃が地域の最低賃金の1／3以上であること  

②事業者が設定した目標水準以上である場合  

③前年度の平均工賃が前々年度の平均工賃を上回っていること。  
」 ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿ ＿ ＿＿ ＿．＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿ ＿ ＿ ＿ ■ ＿．．＿ ＿＿＿● ＿ ● ● ＿．＿ ＿ ＿■ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿ ＿＿ ＿ 一 ＿・－ － － － －－－－ －－ －－－ －・－・－ －－－ － －  

④目標工賃達成加算（Ⅱ）  

I ：◆10単位／日  
l  

※ 算定要件・‥①平均工賃が各都道府県の事業種別平均工賃の100分の80に相当するこ  

額を超えていること  
l  

②各都道府県が「エ賃倍増5か年計画」に基づき実施する事業に積極的にこ  
l  

参加し、「エ賃引上げ計画」を作成していること  

③前年度の平均工賃が前々年度の平均工賃を上回っていること。  
し＿ ＿．＿＿ ● ＿ ＿＿．＿ －＿＿＿ ＿ ＿ ＿＿．＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿．＿ ＿＿ ＿＿＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿＿ ＿ ＿＿．．＿．＿ ＿ ＿ ＿＿ ＿．＿ ＿ ● ● ＿ ＿ － ＿ ＿ － －－ － － － － － 一 一■－ －■ － － － －  

20  

－58－   



6．児童デイサービス  

○ 児童デイサービスについては、幼児期の個別ニーズに対応する療育と   

集団による療育が適切な効果をもたらすグループとに分化することとし、   

より専門性の高いサービスを提供できる体制を確保することによって、   

障害児の処遇向上を図ることとする。  

区 分   1目当たり平均利用人員別の報酬単価  

10人以下   11人～20人   21人以上   

児童デイサービスⅠ   754単位   508単位   396単位   

児童デイサービスⅢ   407単位   283単位   231単位   

※1児童デイサービスⅠについては、  

・保育士又は児童指導員の配置基準10：2以上  

・サービス管理責任者を配置すること  

・利用児童のうち就学前児童が7割以上であること（クラス毎の判定も可能）  

を全て満たすこと  

※2 児童デイサービスⅡについては、  

・保育士又は児童指導員の配置基準15：2以上  

を満たすこと   

l●‘‾‾‾‾‾‾‾■■‾‾‥‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■■■－■■■●■－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－－－ －l  

○ サービス管理責任者欠如減算（児童デイサービスⅠのみ）  
l  

：基本単位数の70％を算定  
】  
l  

l  

※ 指定基準に定める人員基準を満たしていない場合、その翌月から人員基準   

欠如が解消されるに至った月の前月までの間  

○ 個別支援計画未作成減算（児童デイサービスⅠのみ）  
l  

：：基本単位数の95％を算定  
1  

1  

1  

l  

※ 個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われていた場合、当該月から：  
l  

当該状態が解消されるに至った月の前月までの間  
l   
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○ 家庭連携加算   

◆ ①所要時間1時間未満の場合187単位／日  

②所要時間1時間以上の場合 280単位／日  

※利用児童の保護者と事前に日程調整をした上で、職員が家庭を訪問し、利用児童：  

や家族への支援・指導を行った場合（同一日に本体報酬との重複は不可）  

○ 送迎加算   

◆ 54単位（片道につき）   
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7．各サービスに共通する事項  

○加算  

：◆ 初期加算：30単位／日   

：◆ 新事業移行時特別加算（平成21年3月31日まで）：48単位／日  

※移行の日から30日間に限る   

；◆ 訪問支援特別加算：187単位～280単位／日   

至◆利用者負担上限額管理加算＝150単位／月   

ミ◆ 視覚■聴覚等障害者支援体制加算：41単位／日   

室◆食事提供体制加算（平成21年3月31日まで）＝ 42単位／日  

※初期加算、新事業移行時特別加算、視覚・聴覚等障害者支援体制加算、食事提供体制加算については児童デイサービスを除〈  

○減算  

定員超過利用減算：基本単位数の70％を算定  

01日当たり利用者数が、定員50人までの場合は当該定員の1亘9％を超えること、定員が50   

人を超える場合は当該定員から50を差し引いた員数にぷ廷％を乗じて得た数に、75を加えた   

数をこえる場合   

○ 過去3か月間の利用者の延べ数が、定員に開所日数を乗じて得た数に1≧旦％を乗じて得た   

数を超える場合  

※ ただし定員11人以下の場合は、過去3ケ月間の利用者の延べ数が定負の数に3を加えて得た数に、開所日  

数を乗じて得た数を超える場合  

◆ 人員欠如減算：基本単位数の70％を算定  

※ 指定基準に定める員数から1割を超えて減少した場合には、その翌月から人員欠如が解消さ  

れるに至った月までの間  

※ 指定基準に定める員数から1割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員欠如が  

解消されるに至った月までの間  

※ 常勤又は専従など、従業者の員数以外の要件を満たしていない場合には、その翌々月から  

人員欠如が解消されるに至った月までの間   

◆ 個別支援計画未作成減算：基本単位数の95％を算定  

※ 個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われていた場合、又は、個別支援計画作成  

に係る一連の業務が適切に行われていない場合には、当該月から当該状態が解消されるに  

至った月の前月までの問   
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Ⅲ 居住系サービス  

○ 夜間の介護等に必要な職員について、生活介護と同様、利用者の障害   

程度に応じて、ふさわしいサービスの提供体制が確保されるよう、必要   

な人員配置の基準及び報酬単価を設定する。  

具体的には、必要な人員が確保されることを前提に、事業者ごとの   

①平均障害程度区分及び重度障害者の割合に応じた報酬区分   

②平均障害程度区分に応じた報酬区分   

の2つを設定し、事業者においては、いずれかの選択が可能な取扱いと   

している。  

【施設入所支援サービス責】  

区分   
報酬l単価  夜間職員  

配置よ準   平均吐書程度  

施設入所支援サービス童（Ⅰ）  400単位  309単位  255単位  231旦位  利用者60人以下  区分6の暑が60％以上   

夜勤職員3人以上   

施設入所支援サービス費（Ⅱ）  381単位  289単位  238単位  214単位  平均区分5．3以上5．5未満  

（以降40人を増すことにl  平均区分50以上  
人を加えて得た数以上）  平均区分5，1以上5．3未満  

施設入所支援サービス黄（Ⅳ）  281単位  214単位  179単位  162単位   平均区分49以上5．1未満  

区分5・6の者が50％以上  

利用者60人以下 夜勤職員2人以上  

（以降40人を増すことに1  又  
人を加えて得た数以上）  は  

施設入所支援サービス貴（Ⅵ）  262単位  195単位  163単位  1購単位  平均区分り以上4．丁未満  

区分5・6の考が40％以上   

平均区分4．0以上  

施設入所支援サービス費（Ⅷ）  188単位  146単位  127単位  115単位   平均区分3．8以上4．1未満  
利用者60人以下  
夜勤♯員1人以上  

区分5・6の者が30％以上   

（以降40人を増すごとに1 人                平均区分4，0未満  
を加えて得た数以上）  

平均区分3．5未満  施設入所支援サービス黄（X）  180単位  138単位  121単位  109単位  

施設入所支援サービス兼（Xl〉  115単位  99単位  92単位  88単位  宿直職員1人以上   経過柑せ入所者   

※1 施設入所支援の対象者は、区分4以上。  

ただし、   

（D 50歳以上の者にあっては、区分3以上。   

（∋ 自立訓練、就労移行支援利用者にあっては、生活能力により単身での生活が困難な者又は地域  

の社会資源の状況等により、通所することが困難な者  

※2 平均障害程度区分の算定に当たっては、経過措置による入所者を除く。   

24  

－62－   



○ 地域移行加算  

l  

l  

：◆ 500単位／（退所前、退所後各1回）    l  

※ 算定要件…退所する利用者に対し、退所後の居住の場の確保、在宅サービスの利用調；  

整等を行った場合（生活介護利用者に限る）  
l  

l  

○ 栄養管理体制加算  
「 ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾’‾ ‾ ‾ － ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ － ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ■ ‾ － ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ － ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ － － ‾ ‾ 

宣◆ ①常勤の管理栄養士を配置した場合 24単位／日  
l  

： ②常勤の栄養士を配置した場合  22単位／日  
l  

： ③栄養士等を配置した場合  12単位／巳  

（41人以上60人以下の施設の場合）  

※算定要件‥食事の内容や栄養量について、管理栄養士又は栄養士により管理される等；  
の要件に該当する場合  

○ 重度障害者支援体制加算（Ⅰ）  

l  

l  

：◆ 基本加算分 28単位／日  

※ 算定要件… 以下のいずれかに該当する場合  

t ① 医師意見書により一定の「特別な医療」を受けているとされる者が利：   

用者全体の2割以上であり、かつ、利用者の平均区分が5以上（経過措；   
置対象者を除く）  

l ② 強度行動障害を有する暑が1人以上であり、かつ、行動援護対象者が：   
利用者全体の2割以上  

22単位／日（基本加算を算定している場合に限る。）  

区分6であって、以下に該当する者が2人以上いる場合、  

① 気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理が必要な者  

② 重症心身障害者  

：◆重度加算分 l  

l ：※ 算定要件…  
I  

l  l  l  l  

l  
l  

○ 重度障害者支援体制加算（Ⅱ）  

≡◆ 40～799単位／日  

※算定要件… 強度行動障害を有する者に対する適切な支援を行うため、職員を配置した  

場合に算定   
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○ 入院・外泊時加算  
■ 一 一－－－ 一一 － － － －一 一－ －－一 － － － － － － － － － －－－ － － － －－ － －－ － －－ －－－－・－－■－ －－－ 一 一 一 － 一 一 一 一 一 － － － － － ■－ ■－ －■－ ■ ■ ■ ■ － ■ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ －‾ ‾  

1  

1  

：◆ 320単位／日  
】   

… ※算定要件…1月に8日を限度として、所定単位数に代えて算定。（3月に限る）  
l  

入院時支援特別加算  
－－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－－一－－●●■■■■‾■‾－－■－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 
l  ＿．‥＿．＿－、．  

．．‖  ‥．．．  ′ 【  
l  

＿                                                                        童◆ 入院期間が4日未満  561単位／月  

：◆ 入院期間が4日以上 1，122単位／月  

ll  ：※ 算定要件・・・施設入所者が入院した際、入院期間中の被服の準備等一定の支援を行っ；  
た場合に旦盤で算定。  

（注）長期入院等支援加算と選択して算定することとし併給不可  

④長期入院等支援加算  
－■－－■－－－－ － －－－－■－－・－ － － －－－－－－ － － －■■－－－一－－■ － －－－－－－－－ － －－－－－一一 － －■ －－－－■－－ －－ －■－－－－・－－－－－－－－－－ － － －－●■■■■ ■ ● ■l1－■■一一■一■  

l 

l   

l  l  

l  ；※算定要件…施設入所者が長期間に渡り入院二里迫した際、概ね週に1回以上、入院期；   
家族等との連絡調整等‾定の支援を行った場合に旦   

（注）入院時支援特別加算と選択して算定することとし併給不可  
■一■■■■■■■■■－●－■■■－■■■－一■－－・－－■－－－t一・－－■－■－－－－－－－・－－－－－－－－■一－－－－－－■・－一一－－一一－－－－■－■－－■－－－－－－－－－－－－一一・－－一一   

○ 新事業移行時特別加算（平成21年3月31日まで）  

l  

I 

l  

l   

；◆21単位／日（移行の日から30日間）  
l  

I 

l  

l   

O 定員超過利用減算  
l－－一－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－●■‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 

1  

1 

1  

1  

：◆ 基本単位数の70％を算定  
l  

：・1日当たり利用者数が、定員50人までの場合は当該定員の110％を超えること、定員が：  

1 50人を超える場合は当該定員から50を差し引いた員数に105％を乗じて得た数に55を；  

： 加えた数を超えている場合  

…・過去3か月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に105％を乗じ…  
： て得た数を超える場合  
l  

l  

l   

l  

○ 夜勤職員欠如減算  
■ 一 一 一 － － 一■ － － 一 －－■ －■ － － －■一 －■・一一 一 一 － － － 一■●■一 一－ －－● 一 一 － － － － －－■－－■一 一 －● － － － 一 一 －－－ － － － － 一 － － ●－ －■－ － －一 ■－－ － －■－ 一 － － － － － ■l  

1  

1  

1  ：◆ 基本単位数の95％を算定  
l   

： ※ 算定要件…夜勤職員の配置基準を満たしていない場合に、その翌月について減算          l  
l  

l             ■ ●■■■●■ －－■■ －■■ ■一 一 －■ － － － －－ － － － －－ －－ －－ － － 一 一－ －－ －－ －－ 一一■－ ◆－－■－ － － － － － － － － －－ －■－一 － － ■■ －－ －－ 一 一－● － － －一 一－ ■－■－ －－ －■ － －－ － － － － － －   
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2．共同生活援助（グループホーム｝＋・共屑生瀞桐生（ケアホーム）  

○ 日中に就労又は就労継続支援等のサービスを利用している知的・精神   

障害者に対し、地域生活を営む住居において、日常生活上の相談、介護   

等のサービスを提供し、これに伴う報酬を設定する。  

○ その際、個々の住居ではなく、法人ごとに一定範囲の地域内で実施す   

る事業全体に着目して事業者指定を行うこととし、人員配置基準を適用   

する。  

【共同生活援助（グループホーム）】  

○ サービス管理責任者のほか、利用者の総数に応じて世話人を配置し、   

報酬を設定する。  

区分   
報酬単価  世話人の配置基準（常勤換算）  サ「ビス管理責任者 配置基準（常勤換算）   

共同生活援助サービス費（Ⅰ）   171単位   6：1以上   
共同生活援助サービス費（Ⅲ）   116単位   10：1以上   

30：1以上  

経過的居宅介護利用型共同生活援助サービス費（※〕   142単位   6：1以上  

（※）経過的居宅介護利用型共同生活援助サービス費は平成21年3月31日までの時限措置  

○ 障害程度区分1以上であり、かつ、慢性疾患等の障害者であって、医師  

の指示により、定期的に通院を必要とする者については、共同生活援助  

とは別に通院介助又は通院等乗降介助を利用することができる。  

○ 自立生活支援加算  
l  l  l  

：◆14単位／日  
l  

l ※ 算定要件…① 事業所において、過去2年間に単身生活等に移行した者が定員の5：  
割以上であり、かつ、そのうち、移行後の生活が6カ月以上継続して：  
いる者が5割以上  

② 対象者ごとに、6カ月以内の移行に関する個別支援計画について、  
市町村の承認を得る  
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○ 入院時支援特別加算  

：◆ 入院期間が3日以上 7日未満  561単位／月  

‡◆ 入院期間が7日以上17日未満  1122単位／月  

※ 算定要件… 事業所の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準備  
や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、退院後の円滑な  
生活移行が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調整を行った場合  
（注）長期入院時支援特別加算と選択して算定することとし併給不可  

○ 帰宅時支援加算  

：◆ 帰宅期間が3日以上 7日未満  187単位／月  

‡◆ 帰宅期間が7日以上17日未満  374単位／月  

※ 算定要件・・・事業所が利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等を  
行った場合  

（注）長期帰宅時支援加算と選択して算定することとし併給不可  

長期入院時支援特別加算  

◆ 入院期間が3日以上  76単位／日  

※ 算定要件… 事業所の従業者が病院又は診療所を概ね週に1回以上訪問し、入院期間中  
の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うととも  
に、退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調  
整を行った場合（3月に限る）   

（注）入院時支援特別加算と選択して算定することとし併給不可  

＠ 
＿＿…＿…＿＿…＿…‥＿＿＿＿＿＿…＿＿＿■…‥＿＿＿＿……＿＿＿－‖…‥＿＿＿＿＿＿■＿＿＿＿‖   

◆ 帰宅期間が3日以上  25単位／日   

※ 算定要件… 事業所が利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等を  
行った場合（3月に限る）   

（注）帰宅時支援加算と選択して算定することとし併給不可  

○ 小規模事業加算（平成21年3月までの時限措置）   

l  

：◆ 入居定員が4人の場合  37単位／日  

三◆入居定員が5人の場合  14単位／日  

※算定要件… 法施行前に現に牢す皐卵旨定共同生活援助事業所であ？て、準鱒行以降に定；  
員A大女fま5人の事業を実施しており、兵同生活住居に専任の世話人を配置し…  
ている場合  
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○ 大規模住居減算  
l  

I  

：◆ 基本単位数の90％を算定 （1住居の定員が8人以上の場合） l  

l ：◆ 基本単位数の87％を算定 （1住居の定員が21人以上の場合）  
l  

l  l  

t  

】  
I  

1  

1  1  

I  

【共同生活介護（ケアホーム）】  

○ サービス管理責任者のほか、利用者の総数及び障害程度区分に応じて   

世話人及び生活支援員を配置し、報酬を設定する。  

区分   
）   

障害程度区分  報酬単価  世話人の配置基準  生活支援員の配置基準  サービス管理責任者     （常勤換算  （常勤換算）  
配置基準（常勤換算）   

共同生活介護サービス費（1）  区分6  444単位   2．5：1以上   
共同生活介言墜サービス費（Ⅲ）  区分5  353単位  4：1以上   
共同生活介護サービス費（Ⅲ）  区分4  300単位  6：1以上   30：1以上  
6：1以上                        共同生活介護サービス費（nr）  区分3  273単位  9：1以上   
共同生活介護サービス費（＼り  区分2  210単位  
謹過的居宅r「言毒手り甲型共同生活介言草叶一ビス費（※1）   142単位  

個人単位で吊宥介護等を利用十る場合（※2）   210単位  

（※1） 施行日において現に居宅介護の支給決定を受けている利用者が  

同日以降も引き続き入居し、生活支援員を置くことが困難である  

場合に、平成21年3月31日までの間、生活支援員を配置せず、  

居宅介護等を利用する場合。  

（※2） 障害程度区分4以上であって重度訪問介護対象者又は行動援護  

対象者が、事業所の従業者以外の者による居宅介護又は重度訪問  

介護の利用を希望する場合、若しくは、障害程度区分4以上の者  

が、事業所の従業者以外の者による居宅介護（身体介護のスポッ  

ト支援のみ）の利用を希望する場合に限り、平成21年3月31日  

までの間、生活支援員を配置せず、居宅介護を利用する場合。  

○ 介護等のサービスは、事業所の従業者により提供することを原則とす   

るが、事業者が自らの責任に基づき委託した場合には、利用者に対し、   

従業者以外の者により介護サービスを提供することができる。   

なお、通常の外出とは別に外出する場合には、共同生活介護とは別に   

通院介助又は通院等乗降介助（慢性疾患等の障害者であって、医師の指   

示により、定期的に通院を必要とする者に限る。）を利用することができ   

る。また、重度訪問介護又は行動援護の対象となる利用者が、通常の外   

出とは別に外出する場合には、共同生活介護と別に重度訪問介護又は行  
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動援護を利用することができる。  

○ 夜間支援体制加算   
‾ ‾ ‾ ‾ ‾‾ ‾ － － － － － － － － － － － － － 一 一 － － －－ －－ － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － 一 一 － － － － － － － － － － －－ － －一 一－－ － － － － － －－ － － － ■・－ 一 一・－  

：◆ 区分5、6の利用者  97単位／日（夜間支援対象利用者10人以下の場合）  
：◆ 区分4の利用者  52単位／日（夜間支援対象利用者10人以下の場合）  
：◆ 区分2、3の利用者  24単位／日（夜間支援対象利用者10人以下の場合）  
：※ 算定要件… 夜間に支援を行う利用者が居住する共同生活住居に、必要な職員を専任で  

配置する等、夜間に介護等を行うための勤務体制等を確保する場合（夜間支  

援対象者の数が30人以下の場合に限る。）  

（注）経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス責を算定する場合は、本加算は算定できない。  

○ 重度障害者支援加算   

◆ 26単位／日   

※ 算定要件■・・障害程度区分6であって、指定重度障害者等包括支援の対象となる者が、2人  
以上利用している場合であって、通常の生活支援員の員数に加えて、生活支援員  
を加配している場合  

（注）経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス費及び個人単位で居宅介護等を利用する  
場合を算定する場合は、本加算は算定できない。  

○ 日中介護等支援加算  
l  

：◆ 539単位／日  
l  

※ 算定要件…障害程度区分4以上の利用者について、日中活動サービスの支給決定を受けて  
いるが、心身の状況等により利用できない期間が月3日以上ある場合であって、  
必要な介護を行い、通常の生活支援員の員数に加えて、生活支援員を加配してい  
る場合（3日目から算定）  

なお、支援を行う場合は、日中活動サービス事業者等との連携を図った上で、  
個別支援計画に位置づけること。   

（注）経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス費及び個人単位で居宅介護等を利用す   
る場合を算定する場合は、本加算は算定できない。  

○ 自立生活支援加算  
l‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ －■ ‾ － ‾ 、 ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ － ‾ －  

】  

：◆ 14単位／日  
l  

※算定要件…① 事業所において、過去2年間に単身生活等に移行した者が定員の5割以上：  
、かつ、そのうち、移行後の生活が6カ月以上継続している者が5  

② 対象者ごとに、6カ月以内の移行に関する個別支援計画について、市町村：  
の承認を得る  ■   



○ 入院時支援特別加算  

◆ 入院期間が3日以上 7日未満  

‡◆ 入院期間が7日以上12日未満  

◆ 入院期間が7日以上17日未満   

561単位／月  

1122単位／月（下記以外の場合）  

1122単位／月（経過的居宅介護利用型共同生活介  

護サービス費を算定している場合）  

※ 算定要件… 事業所の従業者が病院又は診療所を訪問し、入院期間中の被服等の準備や  
利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、退院後の円滑な  
生活移行が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調整を行った場合   

（注）長期入院時支援特別加算と選択して算定することとし併給不可  

○ 帰宅時支援加算  

◆ 帰宅期間が3日以上 7日未満  

◆ 帰宅期間が7日以上12日未満  

◆ 帰宅期間が7日以上17日未満  

187単位／月  

374単位／月（下記以外の場合）  

374単位／月（経過的居宅介護利用型共同生活介護  

サービス糞を算定している場合）  

※ 算定要件… 事業所が利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等を  

行った場合   

（注）長期帰宅時支援加算と選択して算定することとし併給不可  

長期入院時支援特別加算  

◆ 入院期間が3日以上  122単位／日（下記以外の場合）  

◆ 入院期間が3日以上  76単位／日（経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス葉を算定している場合）   

※ 算定要件・‥ 事業所の従業者が病院又は診療所を概ね週に1回以上訪問し、入院期間中  
の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うととも  
に、退院後の円滑な生活移行が可能となるよう、病院又は許療戸〔との連絡調  

整を行った場合（3月に限る）   

（注）入院時支援特別加算と選択して算定することとし併給不可  

④長期帰宅時支援加算  

◆ 帰宅期間が3日以上  40単位／日（下記以外の場合）  

◆ 帰宅期間が3日以上  25単位／日（経過的居宅介護利用型共同生活介護サービス葉を算定している場合）   

※ 算定要件・・・事業所が利用者の帰省に伴う家族等との連絡調整や交通手段の確保等を  
行った場合（3月に限る）   

（注）帰宅時支援加算と選択して算定することとし併給不可   
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○ 小規模事業加算（平成21年3月までの時限措置）  
‾ ‾ － ‾ ‾ ‾ ■ ‾ ‾ － ● ●‾ ‾ － ■ ■ ■ ■ ■ ■ － ● ● ■ －－ － － － － － －● － － － － － － － 一 － － － － － － － － － － － 一 一 － － － 一 一 一 － － －－ － － － 一 一 － － 一 一 一 － － － 一 －－ － －l  

；◆入居定員が4人の場合  37単位／日  
1 

1  

：◆ 入居定員が5人の場合 14単位／日  
l  

：算定要件… 法施行前に現に存する旧指定共同生活援助事業所であって、法施行以降に定  
l  

員4人又は5人の事業を実施しており、共同生活住居に専任の世話人を配置し ：  
ている場合  

● － － 一■ ■● ■ ■－ ■ ● ■● ■ － ■■ ■■ － － － －■ － －－ － － 一－ －－－ － －－ － － －－ － 一 － －－ － － 一－ ■■■＋＋－－ － － － － － ●－ 一 一■ 一－ ■－ －－ － － － － － － － － － － －■ 一－ ■■ ●■ ■ ● ■ ■ ■ － － ■ ■ ■ ■  

○ 小規模事業夜間支援体制加算（平成21年3月までの時限措置）  

◆ 区分5、6の利用者  127単位／日（夜間支援対象利用者4人以下の場合）  

◆ 区分4の利用者  65単位／日（夜間支援対象利用者4人以下の場合）  
◆ 区分2、3の利用者  26単位／日（夜間支援対象利用者4人以下の場合）   

※ 算定要件… 法施行前に現に存する旧指定共同生活援助事業所であって、法施行以降、指  

定共同生活介護事業所へ転換した場合であって、従前から夜間支援体制を確保  

し、現に夜間支援対象者の数が9人以下の指定共同生活介護事業所の共同生活  

住居である場合  

○ 大規模住居減算  
‾‾‾‾‾【‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾■－■－－－－－－－－一一一一一－一一－－－－－－－－－－－－－－一－－一一一－－一－－－一－－一一－－一一－－－－  

l  

；◆基本単位数の95％を算定（1住居の定員が8人以上の場合）  
l  

：◆ 基本単位数の93％を算定 （1住居の定員が21人以上の場合）  
】  － － － － － － － － － －－ － － － － －－ －－ － 一 一 － － － －■ ●－ － －－－－ － －－ － － －－ － － －■ － － － － － － － －■－ －－ － － － － －－ － － －－ － － －●－ ▲－ －－ －－ － － － － － － 一 一 － － ■－ －●  

3．各サービスlこ共通する事項  

「 ‾ ‾‘‾ ‾ ‾ ● ‾ ‾ ‾ ‾ ‾ － ■ ● － ■ ■ ■ － － － － － － －－－ 一 一 － －・・－ －・－－・－・－－ － －－ － ■ ■ － ■・■ ■ －■ ●■－．－ ＿－一 一 ＿－■ ＿ ＿ － ＿＿ ＿ ＿ ＿＿ 一■＿．＿＿ ＿．＿ ＿ ＿  

：◆ 人員欠如減算：基本単位数の70％を算定             1  
l  

l ※ 指定基準に定める員数から1割を超えて減少した場合には、その翌月から人員欠如：  
が解消されるに至った月までの間  

※ 指定基準に定める員数から1割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員：  

欠如が解消されるに至った月までの間  

※ 常勤又は専従など、従業者の員数以外の要件を満たしていない場合には、その翌々：  
l  

： 月から人員欠如が解消されるに至った月までの間  
l  

霊  

l ：◆ 個別支援計画未作成減算：基本単位数の95％を算定  
l  

l  

※ 個別支援計画が作成されずにサービス提供が行われていた場合、又は、個別支援計；  
； 画作成に係る一連の業務が適切に行われていない場合には、当該月から当該状態が解；  

： 消されるに至った月の前月までの間  
l  l  

l   

l  

l   

l  

l  

】  
し－－－－一一－＿●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿」   
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Ⅳ 相談支援（サービス利用計画作成費）  

1．支給対象者   

○ 障害福祉サービスを利用する者（重度障害者等包括支援、共同生活  

介護、施設入所支援、自立訓練及び共同生活援助を除く。）であって、  

下記のいずれかに該当する者とする。  

① 入所・入院から地域生活への移行（※1）や生活環境が大きく変わ  

る場合（※2）であって、一定期間（6ケ月の範囲内（原則1回更新  

可））集中的な支援を必要とする者。  
（※1）障害者支援施設からの退所、共同生活介護（援助）からの退屈、精神科病院からの  

退院などをいう。  
（※2）家族の入院・死亡、弟妹の出生などによる家庭環境の変化やライフステージの変化  

（乳幼児期から学齢期への移行や学齢期から就労への移行等）をいう。  

② 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障  

害・疾病等（※3）のため、自ら障害福祉サービスの利用に関する調  

整を行うことが困難である者  
（※3）同居している家族が障害・疾病であるほか、家族が高齢（要介護状態など）である  

場合や家族による放置、無理解、無関心等の状態である場合をいう。  

③ 重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者  

2．報酬基準  

サ、一ビス利用計画作成費（Ⅰ）  850単位／月  

サ・一ビス利用計画作成費（Ⅱ）1，000単位／月  
l  

l－－－－一一－－－一一一－－－一一－－－一－－－－－－－－－一一－－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿＿▼＿＿  

注1（Ⅰ）の単価は、事業所が利用者に対して指定相談支援を行った場合（注2  

の場合を除く。）に算定する。  

注2 （Ⅱ）の単価は、事業者が利用者に対して指定相談支援を行った場合（上限   

額管理を行った場合に限る。）に算定する。  

注3 適切な相談支援が提供されない場合は、報酬を算定しない。ただし、（Ⅱ）  

については150単位を算定できる。   

○ 以下の要件のいずれかを満たさない場合は、その状態が解消されるに至っ  

た月の前月まで算定できない。  

・アセスメントの実施に当たっては、利用者の居宅を訪問し、利用者及び  

その家族に面接すること。  

・サービス担当者会議等によりサービス利用計画の内容について担当者  

から意見を求めること。  

・サービス利用計画の原案の内容について、利用者又はその家族に対して説  
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明し、文書により利用者等の同意を得た上でサービス利用計画を利用者等   

及び担当者に交付すること。  

・少なくとも月1回、利用者の居宅を訪問（モニタリング）し、利用者等に   

面接するほか、その結果を記録すること。  

・支給決定の変更を受けた場合、サービス担当者会議等によりサービス利用   

計画の変更の必要性について担当者から意見を求めること。  

※サービス利用計画作成の変更についても準用する。  

3．国庫  担基準  

○ 対象者の選定に当たっては、対象者の状態像についての解釈につい   

て市町村間でばらつきが生じることが想定されることから、限られた   

財源を公平に配分するため、国庫負担基準を設定する。  

0 3月から翌年2月までを1年度とする当該年度に属する各月ごと   

に次の算式により算定した額を合計した額とする。   

（算式）  

当該月のサービス利用計画作成費の支給額の合計×  

当該月の障害福祉サービスの利用者（重度障害者等包括支援、共同生活介護、  

施設入所支援、自立訓練及び共同生活援助を除く。）の数に0．1を乗じた数  

（その数に1未満の端数があるときはその端数を四捨五入するものとし、その  

数が1未満のときは1とする。）÷  

当該月におけるサービス利用計画作成費を支給された者の数   

（算定例）  

○障害福祉サービス利用者数 1，000人（施設入所者等除く。）  

○作成費支給者数 120人（作成費Ⅰ90人、Ⅱ30人）  

・作成費支給者の総支給額  

（8，500円×90人）＋（10，000円×30人）＝1，065，000円  

・障害福祉サービス利用者の10％  

1，000人×10％＝100人  

・国庫負担基準  

1，065，000円×100人÷120人＝887，500円   
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〓
）
 
 
 

＊「特別対策」による利用者負担対策は、乎成21年度以降も実質的に継続。  



8 障害福祉サービス等経営実態調査の実施について   

障害者自立支援法が施行され2年が経過するところであるが、制度の施行状  

況を把握し、今後の報酬改定等の基礎資料とするため、障害福祉サービス事業  

所等を対象とした経営実態調査を行うこととしている。   

本調査は、民間のシンクタンクに委託し、3月中に、抽出した全国の事業所  

及び施設に対して調査票を配布するとともに、平成20年度に回収・集計を行  

う予定である。   

なお、「与党障害者自立支援に関するプロジェクトチーム」の報告書におい  

て、「障害福祉サービスの質の向上、良質な人材の確保と事業者の経常基盤の  

安定のため、平成21年4月に障害福祉サービス費用の額の改定を実施」する  

こととされており、そのため、「公平・公正な経営実態調査に早急に着手する  

など手続きを進める」とされているところでもあるので、管卜事業者・施設に  

対して御配慮をお願いしたい。  
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